
 

第 22 回兵庫県医療審議会救急医療部会  次第 

 
日時：令和５年３月６日 (月)  

１３：００～１４：００ 

場所：兵庫県医師会館６階会議室 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

部会長、副部会長の選出 

 

３ 報告 

① 新型コロナウイルス感染症状況下における救急搬送状況 

② 令和５年度近畿地方ＤＭＡＴブロック訓練 

③ 兵庫県保健医療計画の改定 

 

４ その他 

 

５ 閉 会   
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［4波以降］救急件数（コロナ関連・搬送困難・EMIS個別搬送要請）

新規感染者数(1日平均) 救急件数 コロナ関連(疑い＋確定) 搬送困難事例 EMIS個別搬送要請

新規感染者数(1日平均)

救急件数

コロナ関連(疑い＋確定)救急件数

搬送困難件数(現場30分かつ交渉4回以上)

救急件数
資

料
１

新規感染者数

区分 第１波 第２波 第３波 第４波 第５波 第６波 第７波 第８波

42人 62人 324人 629人 1,088人 6,562人 12,376人 12,210人
(4/11) (7/31) (1/9) (4/24) （8/18) (2/10) (8/11) (1/6)

103.3% 40.3% 79.4% 85.1% 75.3% 77.2% 68.2% 63.9%
(4/19) (8/2) (1/20) (4/22) (9/3) (2/24) (8/17) (1/10)

最大病床使用率

１日最大感染者数

区分 第４波 第５波 第６波 第７波 第８波

5,248 6,024 6,246 8,127 7,851
(4/19-25) (7/19-25) (2/14-20) (8/8-14) (12/26-1/1)

801 850 1,115 2,150 1,300
(4/26-5/2) (8/23-29) (1/31-2/6) (8/8-14) (1/2-8)

231 162 544 663 758
(5/10-16) (8/9-15) (2/7-13) (8/8-14) (1/9-15)

59 14 176 174 174
(4/26-5/2) (8/16-22) (2/7-13) (8/8-14) (1/9-15)

救急件数

コロナ関連
(疑い＋確定)

搬送困難事例

EMIS個別搬送要請



令和５年度
近畿地方DMATブロック訓練
兵庫県保健医療部医務課

資
料
２



目次

兵庫県

１．近畿地方DMATブロック訓練実施基準

２．訓練目的

３．訓練想定

４．スケジュール



近畿地方DMATブロック訓練実施基準

兵庫県

１ 訓練様式

・ブラインド訓練とする

・コントローラーを必要数設ける

・机上と実動を組み合わせることは構わない

・必要に応じ、隣接ブロック管内のDMATの参加を要請できる

・訓練を1日以上、訓練後の検証会を0.5日以上実施

２ 訓練の規模

当該ブロック管内のDMAT指定医療機関の4割以上が参加できるキャパシティーを持ちことが望ましい

（近畿ブロックで80医療機関、4割で32医療機関）



近畿地方DMATブロック訓練実施基準

兵庫県

３ 実施項目（①～⑥は必須項目）

①必要なDMAT本部の設置と運営

②DMATのDMAT参集拠点への参集

③DMAT本部及びDMATによる医療機関の調査、被害状況の把握

④EMISによる医療機関の被害状況の共有

⑤医療機関への必要な支援活動の実施

⑥衛星電話・衛星回線・無線等の通信手段の活用

⑦現場活動、地域医療搬送、SCU、機内活動等を適宜組み合わせ実施することが望ましい

⑧関連機関との連携訓練が望ましい



訓練目的

兵庫県

近年、本邦では風水害による災害が多くみられる。

兵庫県においても平成16年の台風23号による丸山川の氾濫を経験している。

さらには加古川、武庫川など氾濫により多大なる被害が予想される河川が多いのも兵庫県の特色で

ある。そこで兵庫県風水害被害調査結果に基づき、

「山崎断層帯地震＋神戸・阪神地域での風水害」（案）

を想定した「近畿地方ブロック訓練」を実施することで、災害時の医療活動における組織体制の機能
と実効性に関する検証を行い、防災関係機関との相互協力の円滑化を図る



スケジュール

兵庫県

・近畿地方災害医療ロジスティクス研修会 9月9･10日
or 9月16･17日

・近畿地方DMATブロック訓練 11月11日

・検証会 12月

※新型コロナウィルス感染状況、国訓練、DMAT養成研修等の日程を踏まえ、変更の可能性あり。



スケジュール詳細

兵庫県
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第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ 

 

令和４年 12月 28日 

第８次医療計画等に関する検討会 

 

 本検討会におけるこれまでの議論を踏まえ、第８次医療計画の「医療計画作

成指針」及び「疾病・事業及び在宅医療に係る医療提供体制構築に係る指針」

等の見直しが必要と考えられる事項を中心に意見のとりまとめを行う。 

 

Ⅰ 医療計画全体に関する事項                      

 

１ 医療計画の作成について 

 これまで、医療のアクセスや質を確保しつつ、持続可能な医療提供体制を

確保するため、医療機能の分化・強化、連携や、地域包括ケアシステムの推

進等の取組を進めてきた。 

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、我が国の医療提供体

制に多大な影響が生じ、地域医療の様々な課題が浮き彫りとなり、地域にお

ける入院・外来・在宅にわたる医療機能の分化・強化、連携等の重要性、地

域医療全体を視野に入れて適切な役割分担の下で必要な医療を面として提供

することの重要性などが改めて認識された。 

一方で、この間も、人口減少・高齢化は着実に進んでおり、医療ニーズの

質・量が徐々に変化するとともに、今後は、特に生産年齢人口の減少に対応

するマンパワー確保や医師の働き方改革に伴う対応が必要になることを踏ま

え、地域医療構想を引き続き着実に推進し、2040年を見据えた人口構造の変

化への対応を図ることが必要である。さらに、質の高い医療の提供や効率化

を図る観点から、情報通信技術（ICT）の活用や、医療分野のデジタル化を推

進していくことが求められている。 

令和６年度から始まる第８次医療計画を作成する際には、これらの課題を

踏まえ、地域の実情に応じて、関係者の意見を十分に踏まえた上で行うこと

とする。 

 

２ 医療提供体制について 

 （医療連携体制に関する事項） 

 令和３年の医療法改正により、第８次医療計画から医療計画の記載事項と

して、新興感染症への対応に関する事項が追加される。 

 したがって、医療連携体制に関する事項は、がん、脳卒中、心筋梗塞等の

Administrator
資料３

Administrator
［救急・災害医療ページ］
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心血管疾患、糖尿病及び精神疾患の５疾病、救急、災害時における医療、へ

き地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む。）及び新興感染症

発生・まん延時における医療の６事業並びに在宅医療を、医療計画に定める

こととする。 

 また、地域の現状や課題に即した施策の検討においてロジックモデル等の

ツールが有用であると考えられるため、第８次医療計画において、都道府県

がロジックモデル等のツールを活用できるよう指針で示すほか必要な取組を

行うこととする。 

 なお、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、慢性腎臓病（CKD）については、医療計

画に記載すべき５疾病に加えることとはしないものの、現状を把握した上

で、その対策については健康増進施策等関連施策と調和をとりながら講じる

ことが必要である。 

 

（外来医療に係る医療提供体制の確保） 

 平成 30年医療法改正により、医療計画の記載事項として「外来医療に係る

医療提供体制の確保に関する事項」が追加された。第８次医療計画における

外来医療計画の策定に当たり、「Ⅲ 外来医療にかかる医療提供体制の確保に

関するガイドラインに関する事項」の内容を踏まえ、見直しを行う。 

 なお、「外来医療にかかる医療提供体制の確保に関するガイドライン」にお

いて、地域で十分に発揮することが期待されている「かかりつけ医機能」に

ついては、現在、その機能が発揮されるための具体的な方策について検討が

進められており、今後、それらの検討を踏まえ、必要に応じて同ガイドライ

ンにおける取扱いについて検討を行う。 

 

（地域医療支援病院の整備） 

令和３年の省令改正により、都道府県知事が地域の実情に応じて、地域

医療支援病院の責務を追加できるようになったことを踏まえ、医療計画の

策定及び見直しの際には必要に応じて責務の見直しを検討する。また、今

後感染症法等の改正により、地域医療支援病院に感染症発生・まん延時に

担うべき医療提供が義務づけられることを踏まえ、地域医療支援病院の整

備の目標を定める際には、医療計画における新興感染症への対応に関する

事項との連携にも留意する。また、紹介受診重点医療機関との関係につい

てわかりやすく説明することが求められるほか、今後の外来機能報告等の

状況も踏まえ地域医療支援病院のあり方については引き続き議論が必要で

ある。 
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３ 医療従事者の確保等の記載事項について 

（１）医師の確保について 

 平成 30年医療法改正により、医療計画において、医師の確保に関す

る事項を追記することとし、都道府県は令和元年度までに PDCAサイク

ルに基づく実効的な医師確保対策を進めるための「医師確保計画」を策

定し、その他の取組とも連携しながら医師偏在対策を行っている。 

 第８次医療計画における医師確保計画の策定に当たり、三次医療圏及

び二次医療圏ごとの医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価するため

の医師偏在指標等について、「Ⅳ 医師確保計画策定ガイドラインに関

する事項」の内容に基づき見直しを行う。 

 なお、2024年４月に医師の時間外・休日労働の上限規制が施行され、

その後も、医療機関において、労働時間の短縮に向けた取り組みが進め

られる。その際、医師の労働時間短縮と地域医療提供体制を両立させる

ことが重要であることから、個別の医療機関における医師の働き方改革

に関する取組を推進するだけでなく、地域医療構想に関する取組や医師

確保の取組とを連動させ、推進する。 

 

（２）医師以外の医療従事者の確保について 

① 歯科医師の確保について 

地域包括ケアシステムの中で歯科医療提供体制を確保するには、病

院と地域の歯科診療所等の連携体制を構築することが重要である。 

地域の歯科医療提供体制の状況や、歯科専門職の配置状況の把握を

行った上で、医科歯科連携における歯科の果たす役割を認識し、病院

の規模や種類に応じて地域の歯科専門職を病院において活用すること

や、病院と歯科診療所等の連携を推進することなど、地域の実情を踏

まえた取組を推進する。 

また、歯科専門職確保のための地域医療介護総合確保基金の積極的

な活用を行う。 

 

② 薬剤師の確保について 

 薬剤師の資質向上の観点に加え、薬剤師確保の観点から、病院薬剤

師及び薬局薬剤師それぞれの役割を明確にし、薬剤師の就労状況の把

握及び地域の実情に応じた薬剤師の確保策を講じること、地域医療介

護総合確保基金（修学資金貸与、病院への薬剤師派遣）の積極的な活

用、都道府県の薬務主管課と医療政策主管課が連携して取り組むこと

等が必要である。 
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 また、取組の検討及び実施に当たっては、都道府県、都道府県薬剤

師会・病院薬剤師会、関係団体等が連携する。 

  

③ 看護職員の確保について 

看護職員の需給の状況は地域（都道府県、二次医療圏）ごとに差異

があることから、都道府県ナースセンター等の関係者との連携に基づ

き、都道府県・二次医療圏ごとの看護職員確保に係る課題を把握し、

看護師等養成所による養成、「マイナンバー制度を活用した看護職の人

材活用システム」（令和６年度運用開始予定）等を活用した都道府県ナ

ースセンターによる復職支援、医療機関の勤務環境改善による離職防

止など、新規養成・復職支援・定着促進を三本柱とした取組を推進し

ていく。 

 また、地域における訪問看護の需要の増大に対応するため、地域の

実情を踏まえて、地域医療介護総合確保基金の活用や都道府県ナース

センターにおける取組の充実など、訪問看護に従事する看護職員を確

保するための方策を定める。 

 感染症の拡大に迅速・的確に対応するとともに、医師の働き方改革

に伴うタスクシフト／シェアの推進のため、特定行為研修修了者その

他の専門性の高い看護師の養成と確保を推進していく。特定行為研修

に係る指定研修機関及び実習を行う協力施設の確保等の研修体制の整

備に向けた具体的な計画の策定を必須とするとともに、医道審議会看

護師特定行為・研修部会における議論に基づき、都道府県ごとの特定

行為研修修了者その他の専門性の高い看護師の就業者数の目標を設定

する。なお、これらの目標を設定する際には、可能な限り二次医療圏

ごとや分野・領域別の設定を検討する。 

  

４ 医療の安全の確保等について 

 医療提供施設における医療の安全を確保するための措置に係る現状及び目

標として、病院等の管理者に医療事故調査制度についての理解を促す観点か

ら研修の受講割合を盛り込むとともに、病院における医療安全の取組への客

観的な評価により、当該取組を推進していくため、他の病院から医療安全対

策に関して評価を受けている又は第三者評価を受審している病院数の割合を

新たに項目へ盛り込むこととする。 

 医療安全支援センターについては、医療安全に関する情報提供、研修等求

められる業務に即した項目を盛り込むとともに、相談対応の質の向上を図る

観点から、研修を受講した相談職員数の割合を追加する。また、医療安全推
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進協議会については、その開催状況についても把握する。 

 

５ 二次医療圏及び基準病床数について 

（１）二次医療圏の設定 

既設の二次医療圏が、入院に係る医療を提供する一体の圏域として成り

立っていない場合は、その見直しについて検討することとする。その基準

は第７次医療計画における考え方を踏襲し、見直しを行わない場合におい

てはその理由（地理的条件、面積、交通アクセス等）を明記することとす

る。５疾病・５事業及び在宅医療における圏域については、引き続き弾力

的に設定することを可能とする。 

人口 100万人以上の大規模な二次医療圏については、二次医療圏として

よりも構想区域としての運用に課題が生じている場合が多いが、その場合

都道府県は協議の場を分割するなど、その運用を工夫することとしつつ、

必要に応じて二次医療圏も見直すこととする。 

 隣接する都道府県の区域を含めた医療圏の設定については、現在も指針

において設定が可能であることを明記しているが、実務上の課題から、実

際にはそのような医療圏の設定はされていない。一方で、医療提供体制の

構築において隣接する都道府県と連携を取る場合もあり、その場合は連携

する都道府県と協議を行い、具体的な内容を医療計画へ記載するよう努め

ることとする。 

都道府県が医療計画を策定する際は医療圏の設定について優先的に議論

を行うとともに、その検討状況を先んじて国に報告するよう求める。 

 中長期的には更なる人口動態の変化が予測されていることから、将来的

な医療圏のあり方については第８次医療計画での取組を踏まえつつ引き続

き検討を行うこととする。 

 

（２）基準病床数 

① 基準病床の算出に用いる数値について 

一般病床退院率や療養病床入院受療率、病床利用率等の基準病床の算

出に用いる数値については、これまで、直近の患者調査等のデータを用

いて算定することとしていたが、直近のデータは新型コロナウイルス感

染症の影響を受けている値となっていることから、新型コロナウイルス

感染症の影響を受けていない最新の数値を用いる（令和２年以降は除外

する）こととする。 

② 平均在院日数について 

一般病床の基準病床数の算定に当たって用いる平均在院日数は、第７
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次医療計画では平成 21年及び平成 27年病院報告から短縮率を算出し、

また、直近の病院報告（平成 27年）までの６年間（平成 21～27年の６

年間）の平均在院日数の変化率を基礎とし、地域差の是正を進める観点

から一定の条件を設けていた。 

第８次医療計画においても同様に短縮率を平成 27年及び新型コロナウ

イルス感染症の影響を受けていない令和元年病院報告から算出したとこ

ろ、その推移としては依然として短縮傾向にある中で従前ほどの短縮率

は認められないこと、一方で地域差に関しては縮減していないことを踏

まえ、基準病床数の算定に用いる平均在院日数については第７次医療計

画と同様の算出を行うこととする。 

③ 精神病床の基準病床数の算定式について 

精神病床の基準病床数の算定式については、「地域で安心して暮らせる

精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」における議論を踏まえ、

近年、精神病床における 入院患者数は減少傾向にあることを勘案したも

のとするとともに、政策効果（例：精神科医療の進展、地域における基

盤整備の進展）、政策効果以外（例：患者の年齢構成の変化、疾病構造の

変化）の両者の影響を勘案できるものとするよう見直しを行う。 

 

６ 医療計画の作成手順等について 

（１）他計画との関係 

医療計画の策定に当たっては、他の法律の規定による計画であって医

療の確保に関する事項を定めるものとの調和が保たれ、関連する施策と

の連携を図ることが重要である。 

また、第８次医療計画の開始時期である令和６年度は、市町村におい

て策定する介護保険事業計画等の開始時期でもあることから、それらの

計画の策定スケジュールを都道府県と市町村とで共有しながら議論を進

める体制を整える必要がある。 

 また、医療計画の一部である、外来医療計画や医師確保計画において

は、二次医療圏を１つの単位とすることから、５（１）に記載のとお

り、医療圏の設定について優先的に議論を行う必要がある。 

 

（２）地域医療構想及び地域医療構想調整会議での議論の進め方 

 地域医療構想は、医療計画の一部として位置付けられており、その取

組を進めることを目的に協議の場（地域医療構想調整会議）が構想区域

ごとに設置されている。 

 新型コロナウイルス感染症対応が続く中ではあるが、地域医療構想の
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背景である中長期的な状況や見通しは変わっていない。感染拡大時の短

期的な医療需要には各都道府県の医療計画に基づき機動的に対応するこ

とを前提に、地域医療構想についてはその基本的な枠組み（病床の必要

量の推計・考え方など）を維持しつつ、着実に取組を進めていく。特に

再検証対象医療機関については、これまでの方針に従って確実に取組を

行う。 

 具体的には、都道府県は、毎年度、対応方針の策定率を目標とした

PDCAサイクルを通じて地域医療構想を推進することとし、対応方針の策

定率と地域医療構想調整会議における資料や議事録など協議の実施状況

を分かりやすく公表を行うこととする。さらに、病床機能報告上の病床

数と将来の病床数の必要量について、データの特性だけでは説明できな

いほどの差が生じている構想区域について、その要因の分析及び評価を

行い、その結果を公表するとともに、適正な病床機能報告に基づき、当

該構想区域の地域医療構想調整会議の意見を踏まえ、病床が全て稼働し

ていない病棟等への対応など必要な方策を講じることとする。 

 また、国は、当該構想区域を有する都道府県を優先して、データの活

用等に係る支援を行うなど、都道府県の地域医療構想の達成に向けた取

組の支援を行うものとする。 

 なお、現在の地域医療構想は、2025年までの取組として進めている

が、第８次医療計画期間中に 2025年を迎える。地域医療構想により、病

床の機能分化・連携が一定進んできていることに鑑みれば、2025年以降

も地域医療構想の取組を継続していくことが必要と考えられ、その在り

方については、今後、中長期的課題について整理し、検討する。 

 

（３）住民への周知・情報提供 

 医療計画の内容のうち、必要な情報を分かりやすい形で住民に対して

情報提供を行うことが重要である。周知の際には、住民向けの概要版の

作成や用語の解説を加える等の工夫に努めるほか、限られた医療資源を

有効に使う観点から地域の医療提供体制の課題や見通しなどを示し、住

民の理解・協力を得られるよう努めることとする。 

 

Ⅱ ５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれの医療提供体制等に関する事項   

 

１ ５疾病について 

（１）がんに関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 
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○  がんに関する医療提供体制の構築に当たっては、「がん対策推進

基本計画」及び「がん診療連携拠点病院等の整備について」（令和

４年８月１日付け厚生労働省健康局長通知）の内容を踏まえて取り

組むことを基本とする。 

○  第４期がん対策推進基本計画においても、引き続き、治療を主と

する医療に加え、予防や社会復帰、治療と職業生活の両立に向けた

支援等に取り組む。 

○  がん医療圏の設定については、各都道府県の実態を踏まえ、二次

医療圏との整合が取れる範囲で、柔軟に設定できることとする。 

○  指標については、第４期がん対策推進基本計画の策定に向けた検

討状況等を踏まえつつ、今後のがん対策推進協議会における議論の

内容を参考に見直す。 

 

② 具体的な内容 

（役割分担を踏まえた集約化） 

○  がん医療が高度化する中で、引き続き質の高いがん医療を提供す

るため、均てん化に加えて、がんゲノム医療等の高度かつ専門的な

医療等について、拠点病院等の役割分担を踏まえた集約化を推進す

る。 

（多職種連携によるチーム医療の推進） 

○  多職種連携によるチーム医療の提供をさらに充実させる観点か

ら、拠点病院等において、地域の医療機関等との連携も含め、チー

ム医療の提供体制の整備を進める。 

（特性に応じたがん対策について） 

○  小児・AYA世代のがん対策をさらに充実させるため、小児がん拠

点病院と、がん診療連携拠点病院等や地域の医療機関、かかりつけ

医等との連携を含め、地域の実情に応じた小児・AYA世代のがん診

療提供体制の整備を進める。 

○  高齢がん患者が、例えば、他臓器の合併症を併発している、介護

施設等に入居しているなど、それぞれの状況に応じた適切ながん医

療を受けられるよう、拠点病院等と地域の医療機関及び介護施設等

との連携体制の整備を進める。 

（新興感染症の発生・まん延時でも機能を維持できる医療体制の整備） 

○  新型コロナウイルス感染症の拡大時等においても、必要ながん診

療を提供できるよう、平時における準備等の対応を含めて、地域の

実情に応じた連携体制の整備を進める。 
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③ 指標の見直し（例） 

・  指針に基づく検診の実施率 

・  精密検査受診率 

・  診断から手術までの日数 

・  初診から確定診断までが１か月未満の患者の割合 

・  緩和ケア研修会修了者数 

・  がん相談支援センターでの新規相談件数 

 

（２）脳卒中に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  脳卒中に関する医療提供体制の構築に当たっては、「循環器病対

策推進基本計画」の内容を踏まえて取り組むことを基本とする。 

○  第２期循環器病対策推進基本計画の策定に当たっては、基本的な

考え方として、 

・ 循環器病に係る指標の更新 

・ 関係する諸計画との連携 

・ 感染拡大時でも機能を維持できる医療体制の整備 

を提示しており、上記に係る見直しを行う。 

○  特に、指標については、厚生労働科学研究「循環器病の医療体制

構築に資する自治体が利活用可能な指標等を作成するための研究」

において、７つの指標案が提言されており、その内容を参考として

見直しを行う。 

 

② 具体的な内容 

（病院前救護における患者スクリーニング） 

○  救急隊による、治療適応の判断を含めた適切な患者の評価と、評

価に基づく搬送先選定が可能な救護体制を構築する。 

（標準治療の普及・均てん化） 

○  脳梗塞に対する血管内治療について、rt-PA 静注療法とともに、

標準的治療として全国で提供されるような体制を構築する。 

○  医療の地域格差を解消し、標準治療の均てん化を図るため、一般

社団法人日本脳卒中学会が提言している「脳卒中診療における遠隔

医療（Telestroke）」を実施できるような遠隔医療のシステムを拡

充していく。 

（回復期や維持期における医療体制の強化、就労支援の充実） 
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○  急性期の医療機関と、回復期の医療機関との機能分化を推進する

とともに、ある程度の重症者であっても回復期の医療機関において

受入が可能な体制を整備する。 

○  回復期や生活期・維持期の医療では、リハビリテーションの取組

に加え、生活の質を向上させる観点から、就労両立支援に係る人材

の充実等により、脳卒中患者の疾病罹患後の就労両立支援を推進す

る。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・  脳卒中疑い患者に対して主幹動脈閉塞を予測する６項目の観察指

標を利用している消防本部数 

・  脳梗塞に対する血栓回収療法の実施件数 

・  リハビリテーション科医師数 

・  両立支援コーディネーターの受講者数 

・  脳卒中患者に対する療養・就労両立支援件数 

 

（３）心筋梗塞等の心血管疾患に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  心筋梗塞等の心血管疾患に関する医療提供体制の構築に当たって

は、「循環器病対策推進基本計画」の内容を踏まえて取り組むこと

を基本とする。 

○  第２期循環器病対策推進基本計画の策定に当たっては、基本的な

考え方として、 

・ 循環器病に係る指標の更新 

・ 関係する諸計画との連携 

・ 感染拡大時でも機能を維持できる医療体制の整備 

を提示しており、上記に係る見直しを行う。 

○  特に、指標については、厚生労働科学研究「循環器病の医療体制

構築に資する自治体が利活用可能な指標等を作成するための研究」

において、３つの指標案が提言されており、その内容を参考として

見直しを行う。 

 

② 具体的な内容 

（感染拡大時でも必要かつ十分な診療を行える医療体制の整備） 

○  有事の際にも必要かつ十分な診療を行えるよう、平時から医療機

関間・地域間連携や回復期・慢性期の医療体制の強化等を進める。 
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（デジタル技術を含む新たな技術の活用） 

○  限られた医療資源の効果的活用及び効率的な医療機関間・地域間

連携の推進の観点から、アプリ・AI等を用いた診断・治療の補助

等に係る取組や、ICTを活用した連携体制の構築を推進する。 

（ACPの推進） 

○  個人の意思決定に基づいた医療の提供を推進する観点から、ACP

を適切に実施できる体制を整備する。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・  急性心筋梗塞患者に対する PCI実施率 

・  大動脈疾患患者に対する手術件数 

・  両立支援コーディネーターの受講者数 

・  心血管疾患における介護連携指導料算定件数 

・  特定保健指導の実施率 

 

（４）糖尿病に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  糖尿病に関する医療提供体制の構築に当たっては、国民健康づく

り運動プラン（健康日本 21（第二次））や医療費適正化計画の見直

しに係る検討状況、重症化予防や治療と仕事の両立支援に係る取組

状況等を踏まえつつ、見直しの方向性を整理する。その他、診療提

供体制に係る記載について、腎疾患対策および糖尿病対策の推進に

関する検討会における議論の内容等を踏まえ、必要な見直しを行

う。 

○  糖尿病の発症予防、糖尿病の治療・重症化予防、糖尿病合併症の

治療・重症化予防のそれぞれのステージに重点をおいて取組を進め

るための医療体制の構築を目指す。 

○  指標の見直しに当たっては、腎疾患対策および糖尿病対策の推進

に関する検討会における議論の内容を参考として見直しを行う。 

 

② 具体的な内容 

（診療科間及び多職種の連携体制の構築） 

○  糖尿病や糖尿病合併症の治療・重症化予防には定期的な眼底検

査、腎機能検査、栄養指導等の療養指導等、関係する診療間での連

携や職種間の連携が必要であり、各学会から公表されている紹介基

準等を参考に、糖尿病診療におけるかかりつけ医と専門家等との連



12 

 

携や多職種連携等の医療連携体制の整備を引き続き推進する。 

（糖尿病の発症予防に係る取組及び予防と医療の連携の推進） 

○  地域の保健師と連携した糖尿病発症予防に係る取組を引き続き推

進するとともに、保健師等と医療機関との連携体制の構築や健診後

の受診勧奨、健診後の医療機関受診状況等に係るフォローアップ

等、予防と医療の連携に係る取組を強化する。また、患者及びその

家族等に対する教育や、国民に対する正しい知識の普及啓発等に係

る取組を引き続き推進する。 

（糖尿病の治療・重症化予防に係る取組の推進） 

○  糖尿病の重症化予防の観点から糖尿病治療中断者数を減少させる

ことや早期からの適切な指導・治療を行うことが重要であり、就労

支援（両立支援、治療継続支援）、健診受診者や治療中断者への受

診勧奨（糖尿病性腎症重症化予防プログラム等）等の取組を推進す

る。 

（新型コロナウイルス感染症拡大時の経験を踏まえた今後の医療体制） 

○  今回の新型コロナウイルス感染症拡大時の経験も踏まえ、地域の

実情に応じて、多施設・多職種による重症化予防を含む予防的介入

や、治療中断対策等を含むより継続的な疾病管理に向けた診療提供

体制の整備等を進める。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 特定健診での受診勧奨により実際に医療機関へ受診した糖尿病未治

療者 

・ 糖尿病治療を主にした入院患者数 

・ 妊娠糖尿病・糖尿病合併妊娠に対する専門的な治療を行う医療機関

数（もしくは割合） 

・ HbA1cもしくは GA検査の実施（患者もしくは割合） 

・ 糖尿病専門医数（もしくは在籍する医療機関数、割合） 

 

（５）精神疾患に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  行政と医療、障害福祉サービス、介護サービス等の顔の見える連

携を推進し、精神保健医療福祉上のニーズを有する方が、その意向

やニーズに応じ、切れ目なくこれらのサービスを利用し、安心して

その人らしい地域生活を送ることができるよう、地域における多職

種・多機関が有機的に連携する体制を構築する。 
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○  精神障害の特性として、疾病と障害とが併存しており、その時々

の病状が障害の程度に大きく影響するため、医療、障害福祉・介護

その他のサービスを切れ目なく受けられる体制を整備する。 

○  患者の病状に応じ、医療、障害福祉・介護その他のサービスを切

れ目なく受けられる体制を整備する観点から、「普及啓発、相談支

援」「地域における支援、危機介入」「診療機能」「拠点機能」の段

階ごとに、ストラクチャー、プロセス、アウトカムの各指標例を、

第７次医療計画における指標例を含めて定める。 

 

② 具体的な内容 

（医療、障害福祉・介護その他のサービスを切れ目なく受けられる体制

の整備） 

○  精神科医療の提供体制の充実には、精神保健に関する「本人の困

りごと等」への支援を行う平時の対応を充実する観点と、精神科救

急医療体制整備をはじめとする精神症状の急性増悪や精神疾患の急

性発症等による患者の緊急のニーズへの対応を充実する観点が必要 

である。平時においては、かかりつけの医療機関に通院し、障害福

祉・介護その他のサービスを利用しながら、本人の希望に応じた暮

らしを支援するとともに、患者の緊急のニーズへの対応において

は、入院治療（急性期）へのアクセスに加え、受診前相談や入院外

医療（夜間・休日診療、電話対応、在宅での診療、訪問看護等）に

ついて、都道府県等が精神科病院、精神科訪問看護を行う訪問看護

事業所等と連携しながら必要な体制整備に取り組むことが望まし

い。 

○  また、精神障害の有無や程度にかかわらず、地域で暮らすすべて

の人が、必要な時に適切なサービスを受けられるよう、精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する観点から、医療

計画、障害福祉計画、介護保険事業（支援）計画が相互に緊密に連

携し、医療、障害福祉・介護、住まい、就労等の社会参加、地域の

助け合い、教育・普及啓発が包括的に確保された体制を整備してい

くことが重要となる。 

○  なお、精神疾患の医療体制の構築に係る指針の策定に当たって

は、新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症について

も勘案することが望まれる。 

 

③ 指標の見直し（例） 
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・ 都道府県及び市町村における精神保健福祉の相談支援に専従してい

る職員数、相談支援の実施件数 

・ 心のサポーター養成研修の実施回数、修了者数 

・ 在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定した患者数 

・ 精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護指示料を算定した患者

数 

 

２ ６事業 

（１）救急医療 

① 見直しの方向性 

○  増加する高齢者の救急や、特に配慮を要する救急患者を受け入れ

るために、地域における救急医療機関の役割を明確化する。 

○  居宅・介護施設の高齢者が、自ら意思に沿った救急医療を受けら

れるような環境整備を進める。 

○  ドクターヘリ・ドクターカーについて、地域においてより効果的

な活用ができるような体制を構築する。 

○  新興感染症の発生・まん延時において、感染症対応と通常の救急

医療を両立できるような体制を構築する。 

 

② 具体的な内容 

（救急医療機関の役割） 

○  高齢者の救急搬送が増加していく中で、初期救急医療機関は、主

に独歩で来院する自覚症状が軽い患者への夜間及び休日における外

来診療を担い、第二次救急医療機関は高齢者救急をはじめ地域で発

生する救急患者の初期診療と入院治療を主に担い、第三次救急医療

機関は重篤患者に対する高度な専門的医療を総合的に実施すること

を基本としつつ、複数診療科の介入を要する症例や診断が難しい症

例等、他の医療機関では治療の継続が困難な救急患者の診療を担

う。 

○  特に高齢者の患者が帰宅する際には、受診後に安心して生活でき

るよう、生活上の留意点に関する指導や、必要な支援へのつなぎを

進める。 

○  精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、特に配慮を要

する患者を受け入れる医療機関についてあらかじめ地域の実情に応

じて検討する。 

（高度救命救急センター等の体制整備） 
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○  高度救命救急センター等の地域の基幹となる救急医療機関は、平

時から、重症外傷等の特に高度で専門的な知識や技術を要する患者

へ対応可能な医師・看護師等の人材の育成・配置、院内の体制整備

を行い、地域における重篤患者を集中的に受け入れる役割を担う。

また、厚生労働省が実施する外傷外科医等養成研修事業を活用し

て、テロ災害発生時等における銃創や爆傷等にも対応ができる体制

を構築する。 

（高次の医療機関からの転院搬送の促進） 

○  高次の医療機関からの必要な転院搬送を促進する。具体的には、

受け入れ先となる医療機関と、患者を受け入れる際に必要な情報や

受け入れ可能な時間帯、搬送方法等についてあらかじめ共有してお

く。 

○  高次の医療機関からの転院搬送を行う場合には、医療機関が所有

する搬送用車両等の活用を進める。 

（相談体制等の整備） 

○ 患者ができるだけ救急外来を受診しなくても済むよう、引き続き地

域におけるプライマリケアをすすめるとともに、♯7119、♯8000

等による医療機関の受診や救急車の要請に迷う場合の相談体制の整

備を推進する。 

（居宅・介護施設の高齢者の救急医療） 

○  医療関係者、介護関係者は、地域包括ケアシステムや ACPに関す

る議論の場等において、患者の希望する医療について必要な時に確

認できる方法について検討する。 

○  自治体や医療従事者等は、患者や家族が、人生の最終段階におい

てどのような医療を望むかについて日頃から話し合うことを促す。 

○  ACPに関する議論や救急現場における心肺蘇生を望まない心肺停

止患者への対応方針等は、例えば、救急医療の関係者や地域包括ケ

アの医療・介護関係者、消防関係者等地域の関係者がそれぞれ実施

する会議を合同で開催するなどにより、地域の実情に応じ地域の多

様な関係者が協力して検討する。 

（ドクターヘリ・ドクターカー） 

○  都道府県は隣接都道府県と協議し、ドクターヘリが同時に要請さ

れた際や、都道府県境付近の患者からの要請時に、より効率的な対

応ができるような広域連携体制を構築する。 

○  ドクターカーについては、地域にとって効果的な活用方法を検討

するため、まずは、全国の様々な運行形態を調査し、救急医療提供
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体制の一部としてより効果的に活用する。 

（新興感染症の発生・まん延時における救急医療） 

○  救急患者を受け入れるために必要な感染対策を講じることができ

る人材を平時から育成する。 

○  医療機関は、救急外来の需要が急増した際に外来機能を拡充する

方法について平時から検討する。 

○  救急外来を受診しなくても済むような電話等による相談体制（♯

7119、♯8000 等）及びオンライン診療を実施する体制を平時から

充実させ、新興感染症のまん延により救急外来の需要が急増した際

にも対応可能な体制を整備する。 

○  新興感染症の発生・まん延時に、救急医療機関が、通常の救急患

者に対しても適切な医療を提供できるよう、第二次救急医療機関や

第三次救急医療機関、および地域全体において必要な体制を構築す

る。 

○  精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、特に配慮を要

する患者を含め、新興感染症の発生・まん延時に受け入れる医療機

関についてあらかじめ地域の実情に応じて検討する。例えば、いっ

たん患者を幅広く受け入れ必要な初療を行った上で、入院が必要な

際には他の医療機関に転院させる外来機能に特化した医療機関の整

備や、患者や医療人材を集めて対応する大規模な医療機関の整備、

第二次救急医療機関や第三次救急医療機関に患者を分散して対応す

る体制等、地域の実情に応じた体制を平時から検討する。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 心原性心肺機能停止傷病者（一般市民が目撃した）のうち初期心電

図波形が VF又は無脈性 VTの一ヶ月後社会復帰率を追加 

・ 心肺蘇生を望まない心肺停止患者への対応方針を定めている消防本

部の割合を追加 

・ 救命救急センターの応需率を追加 

 

（２）災害時における医療 

① 見直しの方向性 

○  DMAT・DPAT等の派遣や活動の円滑化や、様々な保健医療活動チ

ームの間での多職種連携を進める。 

○  災害時に拠点となる病院、それ以外の病院が、その機能や地域に

おける役割に応じた医療の提供を行う体制の構築を進める。 



17 

 

○  浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する医療機関は地域と連

携して止水対策を含む浸水対策を進める。 

○  医療コンテナの災害時における活用を進める。 

 

② 具体的な内容 

（DMAT等の位置付け・明確化） 

○  DMAT・DPAT等の派遣や活動を円滑化する観点から、所属医療機

関における隊員の活動に対する理解がより得られ、派遣しやすくな

り、また研修や訓練に参加しやすくするような仕組みの明確化につ

いて検討を進める。 

○  DMAT・DPATは、災害時のみならず、新興感染症のまん延時にお

ける感染症患者の入院・搬送調整や感染症専門家と協力しクラスタ

ーが発生した施設等における感染制御等の活動に対する支援を実施

する。 

○  DPATの業務として新興感染症対応を明確に位置付けるため、活

動要領改正を行う。 

（多職種連携） 

○  災害時において、都道府県は様々な保健医療活動チームと協力す

ることが必要であることから、災害時に円滑な連携体制を構築可能

にするため、保健医療福祉調整本部の下、様々な保健医療活動チー

ムと共に訓練を実施し、災害時におけるそれぞれの必要な役割を確

認する。 

○  被災都道府県は、大規模災害発生時に、都道府県の関係課及び保

健所の職員、災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネータ

ー等で構成される保健医療福祉調整本部を設置し、当該本部は保健

所・DHEAT、各種保健医療活動チーム（DMAT、DPAT、日本医師会災

害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社の救護班、独立行政法人国立

病院機構の医療班、全日本病院医療支援班（AMAT）、日本災害歯科

支援チーム（JDAT）、薬剤師チーム、看護師チーム、保健師チー

ム、管理栄養士チーム、日本栄養士会災害支援チーム（JDA-DAT）、

日本災害リハビリテーション支援協会（JRAT）等）との連絡及び情

報連携を行うための連絡窓口を設置し、災害時における保健医療福

祉活動の総合調整を行う。 

○  都道府県は、災害時の保健医療提供体制を効率的に調整するた

め、都道府県の保健医療福祉調整本部に配置される都道府県災害医

療コーディネーターと保健所又は市町村における保健医療活動の調
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整等を担う本部に配置される地域災害医療コーディネーターの両者

を整備する。 

○  都道府県は、災害医療コーディネーターの配置を進めるととも

に、訓練への参加や研修の受講を推進する。 

（災害時に拠点となる病院、拠点となる病院以外の病院） 

○  都道府県は、災害拠点病院について、地域の実情に応じて引き続

き指定を進める。 

○  災害拠点精神科病院について、整備を進めるための支援について

検討する。 

○  都道府県は、精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、

特に災害時においても配慮を有する被災者に対応できる体制構築に

ついて平時より検討する。 

○  災害時に拠点となる病院以外の病院においては、災害発生時に自

院にいる患者への診療を継続するために、平時から、業務継続計画

（BCP）を策定した上で、施設の耐震化や、自家発電機の整備、ま

た、燃料の備蓄等を含めた必要な防災対策を実施するほか、EMIS

を用いて発災時に自らの被災情報を発信できる体制の構築を徹底

し、災害時には災害時に拠点となる病院とともに、その機能や地域

における役割に応じた医療の提供に努める。 

○  都道府県によっては、災害時に拠点となる病院に協力する医療機

関について、地域の救急医療機関を中心に指定し、その取組を促し

ている例（災害時に多く発生が予想される中等症患者を積極的に受

け入れる医療機関を指定等）もあることから、これらも参考に、地

域の実情に応じた災害時の医療提供体制を検討する。 

○  これらの取組が進むように、都道府県は、平時より、都道府県防

災会議や災害医療関連の協議会等において、災害医療コーディネー

ターや災害拠点病院を含む地域の医療機関の代表者、その他地域の

災害医療に関する関係者と共に、関係機関の役割・医療機関間の連

携について確認する。 

（止水対策を含む浸水対策） 

○  浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する災害拠点病院は、風

水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水

対策や、自家発電機等の電気設備の高所移設、排水ポンプの設置等

による浸水対策を講じる。 

○  浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在するその他の医療機関

は、浸水対策を講じるように努める。 
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○  風水害も含め災害時に医療活動が真に機能するために、都道府県

は地域防災会議や災害医療対策関連の協議会等に医療関係者の参画

を促進する。 

○  業務継続計画（BCP）の策定は、地域における医療機関の役割や

ライフライン復旧対策等、他機関（行政・消防・関連業者等）を含

めた地域全体での連携・協力が必要であるため、地域防災計画等の

他のマニュアルとの整合性をとる必要があり、医療機関が独自に策

定するのは難しいことから、地域の防災状況や連携を研修内容に組

み込んでいる厚生労働省実施の BCP策定研修事業等を活用し、実効

性の高い業務継続計画（BCP）を策定する。 

（医療コンテナの災害時における活用） 

○  災害訓練や実災害時において、また、イベント時の事故等への備

えにおいて、医療コンテナを活用し有用性を検証する。 

○  都道府県や医療機関は、災害時等において、検査や治療に活用す

る。具体的には、災害時の医療提供体制を維持するために医療コン

テナ等を活用し、例えば、仮設診療所の設置や被災した病院施設の

補完等を行う。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ DMAT感染症研修を受講した DMAT隊員の隊員数及び割合 

・ 既存の指標の災害医療コーディネーター任命数を廃止し、都道府県

災害医療コーディネーター任命数及び地域災害医療コーディネータ

ー任命数 

・ 災害拠点病院以外の病院における自家発電機の燃料の備蓄（３日

分）の実施率 

・ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院において浸水対策

を講じている病院の割合 

・ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院において、業務継

続計画（BCP）を策定している病院のうち浸水を想定した業務継続

計画（BCP）を策定している病院の割合 

 

（３）へき地の医療 

① 見直しの方向性 

○  へき地における医師の確保については、引き続きへき地の医療計

画と医師確保計画を連動して進める。 

○  へき地における医療人材の効率的な活用や有事対応の観点から、
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国は自治体におけるオンライン診療を含む遠隔医療の活用について

支援を行う。 

○  へき地医療拠点病院の主要３事業（へき地への巡回診療、医師派

遣、代診医派遣。以下同じ。）の実績向上に向けて、巡回診療・代

診医派遣について、人員不足等地域の実情に応じてオンライン診療

の活用が可能であることを示し、へき地の医療の確保を図るための

取組を着実に進める。 

 

② 具体的な内容 

（へき地で勤務する医師の確保） 

○  へき地医療支援機構は、医師確保計画とへき地の医療計画を連携

させるために、地域枠医師等の派遣を計画する地域医療支援センタ

ーと引き続き緊密な連携や一体化を進めることとする。 

（遠隔医療の活用） 

○  医療機関が遠隔医療を実施するに当たっては、資金やハード面の

整備を含む自治体からの支援が重要であることが示唆されているた

め、都道府県においてオンライン診療を含む遠隔医療を活用したへ

き地医療の支援を行うよう、へき地の医療体制構築に係る指針で示

すとともに、遠隔医療に関する補助金による支援や、好事例の紹介

等による技術的支援を行う。 

（へき地医療拠点病院の主要３事業） 

○  主要３事業の実績の向上に向けて、オンライン診療の導入が有用

である可能性が示唆されており、オンライン診療を活用し行った巡

回診療・代診医派遣についても、事業の実績に含めることを明確化

する。但し、全ての巡回診療等をオンライン診療に切り替えるもの

ではなく、人員不足等地域の実情に応じて、オンライン診療で代用

できるものとする。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ へき地医療拠点病院からへき地への巡回診療のうち、オンライン診療

で行った回数・日数・延べ受診患者数 

・ へき地医療拠点病院からへき地への代診医派遣による診療のうち、オ

ンライン診療で行った回数・延べ日数 

 

（４）周産期医療 

① 見直しの方向性 
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○  周産期医療の質の向上と安全性の確保のため、周産期医療圏を柔

軟に設定し、基幹となる医療施設への集約化・重点化を進める。 

○  保健・福祉分野の支援や小児医療との連携を含む周産期に関わる

幅広い課題の検討に専門人材等も参画し、周産期医療に関する協議

会を活用する。 

○  ハイリスク妊産婦への対応や、医療的ケア児の在宅ケアへの移行

支援など、周産期医療体制の整備を進める。 

○  周産期医療に携わる医師の勤務環境の改善を進めつつ、医療機

関・機能の集約化・重点化を進める。 

○  新興感染症の発生・まん延時に備えた周産期医療体制を整備す

る。 

 

② 具体的な内容 

（周産期医療圏の設定） 

○  産科医師や分娩取り扱い施設が存在しない周産期医療圏がないよ

うにするという第７次医療計画中間見直しの際に示された方針に従

って、周産期医療に携わる医師の勤務環境にも留意しつつ、二次医

療圏にこだわらず周産期母子医療センターを基幹として集約化・重

点化を行うなどにより、周産期医療圏を柔軟に設定し、必要な医療

を確保する。 

（周産期医療に関する協議会） 

○  構成員には、地域の周産期医療に携わる医師の他、助産師等看護

職を含むことを基本とする。また、妊婦のメンタルヘルスケアに携

わる人材や消防関係者の参画を検討する。さらに、地域の実情に応

じ歯科医師、薬剤師、保健師等必要な職種その他の関係者の参画を

検討する。 

○  将来的な医療の質の向上、安全性の確保のために、周産期医療の

知識及び技術を指導する人材の育成等について検討する。 

○  周産期医療については、出生後の児を円滑に小児医療につなげる

観点から、小児医療と強く結びつく必要があるため、「周産期医療

に関する協議会」と「小児医療に関する協議会」との合同開催等を

通じ、互いの情報連携を進める。 

○  医療と母子保健等との連携を推進する観点から、保健福祉部局の

担当者の参画を通じて、市町村が行っている保健・福祉等の支援策

についての情報共有を図り、母子に対して切れ目ない支援を進め

る。 
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○  協議会は少なくとも年 1回、必要な場合は年に複数回、定期又は

臨時で開催するものとする。また、必要に応じオンラインで開催す

る。 

（ハイリスク妊産婦への対応） 

○  NICU・MFICUや周産期・新生児専門医などの高度専門人材の集約

化・重点化などを通じて、総合周産期母子医療センターを中心とし

て、必要に応じて協力医療施設を定め、精神疾患を含めた合併症妊

娠や胎児・新生児異常等、母体又は児のリスクが高い妊娠に対応す

る体制を構築する。 

○  総合周産期母子医療センターは、周産期医療関係者研修事業を活

用し、地域の医療従事者への研修を含め、周産期医療に精通した指

導的役割を持つ医療従事者育成の役割も担う。 

○  地域における妊産婦の精神疾患に対する医療体制を整備するた

め、周産期医療に関する協議会の構成員として、妊婦のメンタルヘ

ルスに携わる人材の参画を検討する。（再掲） 

○  社会的ハイリスク妊産婦への対応として、周産期医療に関する協

議会等を通じて、市町村が行っている保健・福祉等の支援等の情報

共有を図り、支援につなげる。 

○  集約化・重点化により分娩施設までのアクセスが悪化した地域に

居住する妊産婦に対して支援等を行っている自治体の例を収集し、

これらも参考に、地域の実情に応じて対策を検討する。 

（在宅ケアへの移行支援） 

○  周産期医療関連施設は、NICU長期入院児等が自宅に退院する前

に、地域療養支援施設運営事業を活用して、当該施設の一般病棟や

地域の医療施設への移動等の段階を経ることにより、自宅退院後に

家族が在宅ケアを行うための手技習得や環境の整備をする期間を設

けることで、医療的ケア児の生活の場における療養・療育への円滑

な移行を支援する。 

○  地域の医療機関は、在宅において療養・療育を行っている児の家

族に対し、日中一時支援事業を活用し、レスパイト等の支援を実施

する。 

（産科区域の特定） 

○  分娩を取り扱う医療機関は、母子の心身の安定・安全の確保等を

図る観点から、産科区域の特定などの対応を講ずることが望ましい

なか、当該医療機関の実情を踏まえた適切な対応を推進する。 

（医師の勤務環境の改善） 
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○  周産期医療に携わる医師の勤務環境の改善のため、医師の働き方

改革を進めつつ、地域において必要な周産期医療を維持・確保する

ため、地域医療構想や医師確保計画との整合性にも留意しながら、

基幹施設を中心として医療機関・機能の集約化・重点化や産科及び

小児科の医師偏在対策を検討する。 

○  ハイリスク分娩を取り扱う周産期母子医療センター等に負担を集

中させないよう、ハイリスクでない分娩は、その他の産科病院や産

科有床診療所等で取り扱うことや、分娩を取り扱わない医療機関に

おいても、妊婦健診や産前・産後のケアの実施や、オープンシステ

ム・セミオープンシステムの活用をすすめるなど、医療機関の役割

を分担し、周産期医療と母子保健を地域全体で支える。 

○  地域医療介護総合確保基金等を活用し、院内助産や助産師外来の

活用を進めることにより、産科医師から助産師へのタスクシフト／

シェアを進める。 

（新興感染症の発生・まん延時の周産期医療体制） 

○  新興感染症の発生・まん延時においても、地域で周産期医療を確

保するため、感染症の罹患又は罹患が疑われる妊婦に対して産科的

緊急症を含む産科診療を実施する医療機関について、地域の周産期

医療に関する協議会等においてあらかじめ協議する。 

○  適切に妊婦のトリアージや入院等に係るコーディネートを行う災

害時小児周産期リエゾン等の人材を、災害時小児周産期リエゾン養

成研修事業を活用し養成するとともに、その活用について平時から

検討する。 

○  周産期医療に関する協議会の構成員として、消防関係者の参画を

検討し、平時及び新興感染症の発生・まん延時における妊産婦の受

け入れ先等の救急搬送体制について協議する。（再掲） 

 

③ 指標の見直し（案） 

・ 院内助産や助産師外来を行っている周産期母子医療センター数 

・ NICU入院時の退院支援を専任で行う者が配置されている周産期母子

医療センター数 

・ NICU長期入院児が自宅に退院する前に、家族が在宅ケアを行うため

の手技習得や環境の整備をする期間を設けるための病床を設置してい

る周産期母子医療センター数 

・ 退院支援を受けた NICU・GCU児数 

・ 妊産婦の居住する市町村の母子保健事業について、妊産婦に個別に情



24 

 

報提供を行っている周産期母子医療センター数 

 

（５）小児医療（小児救急医療を含む。） 

① 見直しの方向性 

○  小児患者が救急も含めて医療を確保できるよう医療圏を設定する

とともに、地域の小児科診療所の役割・機能を推進する。 

○  保健・福祉分野の支援や周産期医療との連携を含む、小児に関わ

る幅広い課題の検討に専門人材等も参画し、小児医療に関する協議

会を活用する。 

○  医療的ケア児を含め、地域の子どもの健やかな成育が推進できる

よう、支援体制を確保する。 

○  保護者への支援のため、子ども医療電話相談事業（♯8000）を推

進する。 

○  小児医療、特に新生児医療に携わる医師の勤務環境の改善を進め

つつ、医療機関・機能の集約化・重点化を進める 

○  新興感染症の発生・まん延時に備えた小児医療体制を整備する。 

 

② 具体的な内容 

（小児医療圏の設定、医療機能の明確化等による医療の確保） 

○  第８次医療計画の策定に当たっては、第７次医療計画中間見直し

の際に示された方針に従って、周産期医療圏との連携のもと、小児

医療圏と小児救急医療圏を一本化する。一本化に当たっては、小児

救急患者を常時診療可能な体制がとれるよう留意する。 

○  一般小児医療機能を担う小児科診療所は、地域における医療と保

健、福祉、教育との橋渡しの役割・機能を担っており、小児医療に

関する協議会の活用などを通じ、その役割・機能を推進する。 

○  集約化・重点化によりアクセスが悪化する地域に居住する小児に

対する医療の確保のため、オンライン診療について検討する。その

際には、対面診療を適切に組み合わせて行うことが求められること

に留意する。 

（小児医療に関する協議会） 

○  構成員には、地域の小児医療に携わる医師、看護師を含むことを

基本とし、周産期医療との連携の観点から助産師の参画を検討す

る。また、医療的ケア児や被虐待児等福祉が必要な児の成育に関す

る必要な対策を検討する観点から、児童福祉関係者や学校・教育関

係者の参画を検討する。さらに、地域の実情に応じ歯科医師、薬剤
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師、保健師等必要な職種その他の関係者の参画を検討する。 

○  小児の外傷、熱傷等小児科以外の診療科と連携が必要な領域を含

む、小児医療に関する事項についても幅広く協議する。 

○  小児医療については、出生後の児を円滑に周産期医療から引き継

ぐ観点から、周産期医療と強く結びつく必要があるため、「小児医

療に関する協議会」と「周産期医療に関する協議会」との合同開催

等を通じ、互いの情報連携を進める。 

○  協議会は少なくとも年１回、必要に応じて年に複数回、定期又は

臨時で開催する。また、必要に応じオンラインで開催する。 

（医療的ケア児への支援） 

○  医療的ケア児が入院する医療機関は、地域全体で取り組まれてい

る、医療的ケア児支援センターを中心とした、医療的ケア児及びそ

の家族への支援体制に参画する。  

○  医療的ケア児が入院する医療機関は、児の入院後、現在の病状及

び今後予想される状態等について家族等と話し合いを開始し、退院

後の療養上必要な事項について説明するとともに、転院・退院後の

療養生活を担う医療機関や訪問看護ステーション等との連絡や調

整、福祉サービスの導入に係る支援等を行う体制を整える。また、

退院後の医療的ケア児の緊急入院に対応できる体制を整備する。 

○  保護者の負担を軽減するため、日中一時支援事業を活用し、レス

パイトの受け入れ体制等の医療体制を整備する。 

（子どもの成育に関する保健・教育・福祉との連携） 

○  小児医療に関する協議会の構成員として、地域の小児医療に携わ

る医師、看護師を含む事を基本とし、周産期医療との連携の観点か

ら助産師の参画、また、医療だけでなく、保健・教育・福祉にわた

り、子どもたちの成育について広く協議する為に、児童福祉関係者

や学校・教育関係者の参画を検討する。さらに、地域の実情に応じ

歯科医師、薬剤師、保健師等必要な職種その他の関係者の参画を検

討する。（再掲） 

○  地域で子どもの心の問題や児童虐待への医療・保健福祉の連携体

制を構築し（子どもの心の診療ネットワーク事業や児童虐待防止医

療ネットワーク事業の実施など）、医療機関においては、これらに

参画する。また、市町村が開催する要保護児童対策地域協議会への

参加や、不適切な養育等が疑われる小児患者に対する支援体制の整

備の実施について、検討する。 

（子ども医療電話相談事業（♯8000）の対応状況） 
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○  ♯8000について、応答率等を確認し、回線数を増やすなどの改

善の必要性を適宜検討する。 

○  ♯8000対応者研修事業を活用し、相談者への応対の質の向上を

図る。 

○  都道府県は、相談体制を補完するものとして、信頼できる小児救

急に関するウェブ情報（こどもの救急、教えて！ドクター等）につ

いても積極的に周知を行う。 

（医師の勤務環境の改善） 

○  小児医療、特に新生児医療に携わる医師の勤務環境の改善のた

め、労務管理等の働き方改革を進めつつ、地域において必要な小児

医療を維持・確保することを目的として、地域医療構想や医師確保

計画との整合性にも留意しながら、医療機関・機能の集約化・重点

化や小児科の医師偏在対策を検討する。 

（新興感染症の発生・まん延時の小児医療体制） 

○  新興感染症の発生・まん延時においても、地域で小児医療を確保

するため、感染症の罹患又は罹患が疑われる小児に対して救急医療

を含む小児診療を実施する医療機関をあらかじめ協議する。 

○  適切に小児のトリアージや入院等に係るコーディネートを行う災

害時小児周産期リエゾン等の人材を、災害時小児周産期リエゾン養

成研修事業を活用し養成するとともに、平時からその活用について

検討する。 

○  新興感染症の発生・まん延時に対面診療が困難となる場合に備え

て、平時からオンライン診療の導入について検討する。 

 

③ 指針の見直し（案） 

・ 子ども医療電話相談の応答率 

・ 在宅小児の緊急入院に対応している医療機関数 

・ 在宅医療を担う医療機関と入院医療機関が共同して在宅での療養上必

要な説明及び指導を行っている医療機関数 

・ 退院支援を受けた NICU・GCU入院児数 

 

（６）新興感染症発生・まん延時における医療 

  本項目については引き続き検討会で議論を行い、別途とりまとめる。 

 

３ 在宅医療 

（１）在宅医療の提供体制 
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① 見直しの方向性 

○  今後見込まれる在宅医療の需要の増加に向け、地域の実情に応じ

た在宅医療の体制整備を進める。 

○  「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療

に必要な連携を担う拠点」を医療計画に位置付け、適切な在宅医療

の圏域を設定する。 

○  「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推

進事業」との連携を進める。 

 

② 具体的な内容 

（在宅医療の体制整備） 

○  国は、都道府県に対し、訪問診療及び訪問看護の必要量の推計

や、小児の在宅医療について実態を把握するためのデータを提供す

る。都道府県は、国から提供を受けたデータを踏まえ、在宅介護の

提供体制も勘案しながら、適切な在宅医療の圏域を設定し、地域で

の協議・調整を通じて体制整備を進める。なお、訪問診療及び訪問

診療の推計については、現時点の受療率を元に算出するため、制約

のある値であることに留意する。 

○  具体的には、地域の実情に応じ、地域医療介護総合確保基金等も

活用し、以下について取り組む。 

・ 訪問診療における、医療機関間の連携や ICTの活用等による対 

      応力強化、これまで訪問診療を担ってこなかった医療機関や新た

に開業する医療機関の訪問診療への参入促進等 

・ 訪問看護における、退院に向けた医療機関との共同指導、医 

療ニーズの高い利用者への対応、24時間体制、ターミナルケア

等の機能や役割に着目した整備、事業所間の連携、事業者規模の

拡大、ICTの活用等による機能強化・業務効率化等 

（「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要

な連携を担う拠点」） 

○  「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必

要な連携を担う拠点」の目標や求められる事項については、医療機関や

当該拠点がそれぞれ担うべき機能や役割を整理する。 

○  「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必

要な連携を担う拠点」を医療計画に位置付けることとする。 

○  医療資源の整備状況が地域によって大きく異なることを勘案し、

「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」以外の診療所及び
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病院についても、地域の実情に応じて、引き続き、地域における在

宅医療に必要な役割を担うこととする。 

（圏域の設定） 

○  圏域を設定するに当たって、在宅医療の場合、医療資源の整備状

況や介護との連携のあり方が地域によって大きく異なることを勘案

し、従来の二次医療圏にこだわらず、できる限り急変時の対応体制

（重症例を除く。）や医療と介護の連携体制の構築が図られるよ

う、「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医

療に必要な連携を担う拠点」の配置状況並びに地域包括ケアシステ

ムの状況も踏まえ、市区町村や保健所圏域等の単位毎の医療及び介

護資源等の実情に応じて弾力的に設定することとする。 

○  「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療

に必要な連携を担う拠点」を圏域内に少なくとも１つは設定するこ

ととする。 

（在宅医療・介護連携） 

○  「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推

進事業」が、同一の実施主体となりうることも含め、両者の関係に

ついて明確にし、連携を進める。 

○  「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の整備状況や「在宅医療・

介護連携推進事業」との連携について、実態把握と進捗確認を行

う。 

○  在宅医療の体制整備においては、これまでの介護サービス基盤の

整備状況や今後の見込みも踏まえる必要があることから、医療計画

と介護保険事業（支援）計画の整合性を図るため、医療計画策定の

際に、都道府県や市区町村における医療・介護の担当部局間で協議

を行うこととする。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 機能強化型在宅療養支援診療所数及び機能強化型在宅療養支援病院数 

 

（２）急変時・看取り、災害時等における在宅医療の体制整備 

① 見直しの方向性 

○  在宅療養患者の急変に適切に対応するための情報共有や連携を進

める。また、看取りに際し本人・家族の希望に沿った医療・ケアの

提供を進める。 

○  平時から在宅医療に係る関係機関の連携体制の構築を進めるとと
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もに、災害時における業務継続計画（BCP）の策定を推進する。 

 

② 具体的な内容 

（急変時・看取りの体制） 

○  在宅療養患者の急変に対応する入院医療機関としては、在宅療養

支援病院、有床診療所、在宅療養後方支援病院、二次救急医療機関

等が想定される。在宅医療の関係者間で情報共有や連携のあり方に

関するルールを共有するため、在宅医療における急変時対応に関係

する機関として消防機関や後方支援を行う医療機関を明確化すると

ともに、地域の在宅医療の協議の場への参加を促す。 

○  本人と家族が希望する医療・ケアを提供するにあたり、医療と介

護の両方を視野に入れ、利用者の状態の変化に対応し、最期を支え

られる訪問看護の役割は大きいため、訪問看護によるターミナルケ

アを受けた利用者数を指標例に追加する。 

（災害時等の支援体制） 

○  「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」については、引

き続き、災害時等にも適切な医療を提供するための計画を策定する

こととする。 

○  災害時においては、医療機関間や訪問看護事業所間等、また、医

療機関、訪問看護事業所、薬局、居宅介護支援事業所等の関係機関

間、さらに市区町村や都道府県との連携が重要になることから、

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」等において平時から連携を進

めるとともに、国が策定した手引きや事業等も活用しながら、業務

継続計画（BCP）の策定を推進する。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 訪問看護によるターミナルケアを受けた利用者数 

 

（３）在宅医療における各職種の関わり 

① 見直しの方向性 

○  医師・歯科医師の定期的な診察と適切な評価に基づく指示によ

る、在宅療養患者への医療・ケアの提供を進める。 

○  在宅医療における各職種の機能・役割について明確にする。 

 

② 具体的な内容 

（各職種の関わり） 
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○  在宅療養患者への医療・ケアの提供に当たり、医師・歯科医師の

定期的な診察と適切な評価に基づく指示により、患者の病態に応じ

て、適切な時期にサービスが提供される必要がある。 

○  在宅療養患者の身体機能及び生活機能の回復・維持を図る観点か

ら、口腔の管理、リハビリテーション、栄養管理について、関係職

種間での連携を推進する。 

（訪問看護） 

○  退院に向けた医療機関との共同指導、医療ニーズの高い利用者へ

の対応、24時間体制、ターミナルケア等の機能や役割に着目した整

備や、事業所間の連携、事業者規模の拡大、ICT化等による機能強化、

業務効率化等について、地域医療介護総合確保基金等を活用し、地

域の実情に応じて、取組を進める。（再掲） 

○  本人と家族が希望する医療・ケアを提供するにあたり、医療と介

護の両方を視野に入れ、利用者の状態の変化に対応し、最期を支え

られる訪問看護の役割は大きいため、訪問看護によるターミナルケ

アを受けた利用者数を指標例に追加する。（再掲） 

（訪問歯科診療） 

○  在宅療養患者に対する口腔の管理は重要であり、歯科衛生士の機

能・役割や訪問歯科診療への関わりについて、次期指針における在

宅医療の現状や医療体制の構築に必要な事項の項目等に盛り込む。 

○  在宅歯科医療を進めるに当たり、歯科診療所と後方支援機能を有

する歯科医療機関との連携や医科歯科連携は重要な課題であり、

「在宅医療において必要な連携を担う拠点」も活用し、圏域内の状

況を踏まえ、地域の在宅歯科医療の目指す姿について、関係機関等

と共有しつつ、連携体制構築を進める。 

（訪問薬剤管理指導） 

○  入退院時における医療機関等との情報共有をはじめ、関係機関と

の協力を通じて、薬局と在宅医療に係る他機関との連携体制を構築

することは重要である。多様な病態の患者への対応やターミナルケ

アへの参画等の観点から、地域医療介護総合確保基金等を活用し、

医療機関等と連携して行われる研修や、カンファレンス等への参加

を通じて、在宅医療に関わる薬剤師の資質向上を図る。 

○  都道府県の薬務主管課と医療政策主管課が連携し、地方薬事審議

会等を活用して、麻薬調剤や無菌調剤等の高度な薬学管理が可能な

薬局の整備状況や実績について把握・分析を行い、在宅医療に必要

な医薬品等の提供体制を整備する。 



31 

 

○  地域連携薬局については、令和３年度に制度が開始されたばかり

であり、都道府県によって認定状況に差があるため、地域連携薬局

の在宅医療への貢献について、今後調査を進めることとし、その結

果も踏まえて、取組を検討する。 

（訪問リハビリテーション） 

○  在宅療養患者が居宅において生活機能の回復・維持を図る観点か

らリハビリテーション提供体制の整備は重要であり、その機能・役

割について、明確化する。 

（訪問栄養食事指導） 

○  在宅療養患者の状態に応じた栄養管理を充実させるためには、管

理栄養士が配置されている在宅療養支援病院や栄養ケア・ステーシ

ョン等の活用も含めた訪問栄養食事指導の体制整備が重要であり、

その機能・役割について、明確化する。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 麻薬（持続注射療法を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を実施して

いる薬局数並びに麻薬（持続注射療法を含む）の調剤及び訪問薬剤管

理指導を受けた患者数 

・ 無菌製剤（ＴＰＮ輸液を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を実施し

ている薬局数並びに無菌製剤（ＴＰＮ輸液を含む）の調剤及び訪問薬

剤管理指導を受けた患者数 

・ 小児の訪問薬剤管理指導を実施している薬局数及び小児の訪問薬剤管

理指導を受けた患者数 

・ 24時間対応可能な薬局数 

・ 訪問リハビリテーションを実施している診療所・病院・介護老人保健

施設・介護医療院数及び医療機関から訪問リハビリテーションを受け

た患者数 

・ 訪問栄養食事指導を実施している診療所・病院数及び訪問栄養食事指

導を受けた患者数 

 

Ⅲ 外来医療にかかる医療提供体制の確保に関するガイドラインに関する事項                  

 

１ 外来医師偏在指標を活用した取組について 

（１）外来医師偏在指標について 

○  外来医師偏在指標については、引き続き現行の計算式を使用するとと

もに、地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループにお
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ける医師偏在指標に係る議論を踏まえ、使用するデータの時点について

は、平成 29年の外来受療率を用いることとする。 

 

（２）外来医師偏在指標を活用した取組について 

○  今後の外来需要の動向が地域によって異なることを踏まえ、二次医療

圏毎の人口推計や外来患者数推計等を踏まえた協議を行うことを求め

る。また、策定した外来医療計画は、住民に対しわかりやすく周知する

ほか、取組の実効性を確保する観点からは、金融機関等へ情報提供を行

うことが重要である。 

○  さらに、外来医師多数区域以外や新規開業者以外においても、地域の

実情に応じて、地域で不足する医療機能を担うよう求めることができる

こととする。なお、外来医療の体制整備に当たっては、医師確保の観点

も必要であるが、特に外来医師多数区域以外については、医師確保計画

とも整合性をとりながら進めることとする。 

○  地域に必要な外来医療提供体制の構築を進める観点から、都道府県は、

地域で不足する医療機能（夜間・休日の診療、在宅医療、公衆衛生等）

について、具体的な目標を定め、達成に向けた取組の進捗評価に努める

こととする。また、救急医療や在宅医療の施策との連携が考えられるほ

か、学校医の確保については都道府県等の教育委員会との連携も重要で

ある。 

○  外来医師多数区域における新規開業者に対しては、地域で不足する医

療機能を担うことに合意が得られた事項に関して、地域の医師会や市町

村と情報共有する等、フォローアップを行う。 

 

２ 医療機器の効率的な活用について 

（１）医療機器の配置・稼働状況等の可視化について  

○  都道府県においては、地域の医療機関がその地域において活用可能な

医療機器について把握できるよう、医療機器の配置・稼働状況に加え、

共同利用計画から入手可能な、医療機器の共同利用の有無や画像診断情

報の提供の有無等の方針についても可視化を進め、必要な共同利用を促

進することとする。 

 

（２）共同利用計画について 

○  地域の医療資源を可視化する観点から、新たに医療機器を購入する医

療機関に対して、購入後の当該医療機器の稼働状況について、都道府県

へ報告を求めることとする。 
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３ 地域における外来医療の機能分化及び連携について 

（１）外来医療計画の記載事項について 

○  地域の医療機関の外来機能の明確化や連携状況を可視化し、患者によ

る医療機関の適切な選択を支援することを目的に、紹介受診重点医療機

関となる医療機関の名称に加え、外来機能報告で把握可能な、紹介受診

重点外来の実施状況等の情報を新たに盛り込む。 

 

（２）外来機能報告の活用方法について 

○  都道府県においては、外来機能報告により入手可能な重点外来や紹

介・逆紹介等のデータを活用し、地域の外来医療の提供状況について把

握するとともに、紹介受診重点医療機関の機能・役割も踏まえた、地域

における外来医療提供体制の在り方について、検討を行うこととする。 

 

Ⅳ 医師確保計画策定ガイドラインに関する事項                

 

（１） 医師偏在指標 

① 見直しの方向性 

○ 医師偏在指標の精緻化を行う。 

○ 都道府県が地域の実情に応じた施策を検討する際の参考となるよ

う、国が新たに勤務施設別（病院及び診療所）の医師偏在指標を参

考資料として都道府県に提示する。 

 

② 具体的な内容 

（複数の医療機関に勤務する医師の取扱い（三師統計の「従たる従事

先」の反映）） 

○ 医師偏在指標の算定式における「性年齢階級別医師数」の算出に

当たっては、複数の医療機関に勤務する医師の取扱いについて、医

師偏在指標の精緻化を図る観点から見直す。 

○ 具体的には、三師統計で「従たる従事先」に主たる従事先とは異

なる医療圏に所在する医療機関を記載している医師について、その

状況を踏まえ、主たる従事先で 0.8人、従たる従事先で 0.2人とし

て算出する。 

（医師偏在指標の算定で用いる受療率及びその時点） 

○ 現在は全国受療率を用いて医師偏在指標を算出している。都道府

県別受療率を用いた場合、受療率が高い都道府県で更に多くの医師
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を配置する必要性が生じることとなり、地域偏在の解消が進まなく

なる恐れがあることから、次期医師偏在指標においても、現在の医

療提供体制が維持できるよう十分配慮をした上で、引き続き全国受

療率を用いる。 

○ 令和２年の患者調査は新型コロナウイルス感染症の影響を受けて

いると考えられる。今後の受療率の見通しの予想は困難であり、現

時点においては、少なくとも新型コロナウイルス感染症の影響を受

けていない平成 29年の患者調査を用いて医師偏在指標を算出する。 

（勤務施設別の医師偏在指標） 

○ 都道府県単位及び二次医療圏単位では引き続き従前の医師偏在指

標（上記の内容を反映したもの）を用いて、医師少数区域・医師多

数区域等を設定する。 

○ 新たに、地域の実情に応じた施策を検討する際に活用することが

できるよう、勤務施設別（病院及び診療所）の医師偏在指標を参考

資料として都道府県に提示する。 

（診療科間の医師偏在） 

○ 診療科間の医師偏在は、地域間の医師偏在と併せて引き続き対応

が必要である。現時点では診療科ごとの医師偏在指標は算出が困難

であるが、都道府県においては、必要な施策を検討するに当たって

は、既に公表されている三師統計の診療科別医師数を参考にするこ

とが考えられる。 

 

（２） 医師少数スポット 

① 見直しの方向性 

○ 医師少数スポットの設定地域の考え方を明確化するとともに、医

師少数スポットの設定理由を医師確保計画に明記する。 

 

② 具体的な内容 

○ 医師少数スポットは、原則として市区町村単位で設定し、へき地

や離島等においては、必要に応じて市区町村よりも小さい地区単位

の設定も可能とし、医師少数スポットの設定の理由を医師確保計画

に明記することにする。 

○ 医師確保計画を策定する際は、これまで設定していた医師少数ス

ポットについて、医師確保の状況等を踏まえ、設定箇所の見直しを

行う。 

○ 都道府県の医師少数スポットに対する施策による効果を把握でき
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ていないため、現時点では医師少数スポットに係る一定の基準の設

定は困難であるが、 今年度から厚生労働省において、医師少数スポ

ット等の医師確保の実態について把握することとしており、今後そ

の結果を分析することにより当該基準について検討する。 

 

（３） 目標医師数 

① 見直しの方向性 

○ 特に医師少数区域以外の区域における目標医師数の設定における

考え方を示す。 

○ 国が新たに「計画終了時に計画開始時の医師偏在指標を維持する

ための医師数」を都道府県に提示する。 

 

② 具体的な内容 

○ 医師少数都道府県の目標医師数は、現ガイドラインに引き続き、

計画期間終了時の医師偏在指標が、計画期間開始時の全都道府県の

医師偏在指標の下位１/３に相当する医師偏在指標に達するために必

要な医師数とする。 

○ 医師少数都道府県以外は、現ガイドラインに引き続き、目標医師

数を既に達成しているものとして取り扱うが、下記に記載する自県

の二次医療圏の設定上限数の合計が、都道府県の計画開始時の医師

数を上回る場合は、都道府県の計画開始時の医師数を上回らない範

囲で、各二次医療圏の目標医師数を設定する。 

○ 医師少数区域の目標医師数は、現ガイドラインに引き続き、計画

期間終了時の医師偏在指標の値が、計画期間開始時の全二次医療圏

の医師偏在指標の下位１/３に相当する医師偏在指標に達するために

必要な医師数とする。ただし、計画期間開始時に既に下位１/３に達

するために必要な医師数を達成している場合は、原則として、目標

医師数は計画開始時の医師数を設定上限数とする。 

○ 医師少数区域以外の目標医師数は、原則として、計画開始時の医

師数を設定上限数とする。ただし、今後の医療需要の増加が見込ま

れる地域では、厚生労働省が参考として提示する「計画終了時に計

画開始時の医師偏在指標を維持するための医師数」を踏まえ、その

数を設定上限数とする。 

○ なお、地域で必要とされる医療が提供される必要があることか

ら、医療提供体制の維持を考慮し、目標医師数の設定を行う。 
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（４） 医学部における地域枠・地元出身者枠の設定・取組等 

① 見直しの方向性 

○ 都道府県は、安定した医師確保を行うため、地域枠に加えて地元

出身者枠についても、恒久定員内への設置を進めるとともに、地域

枠等の医師のキャリア形成を支援する。 

 

② 具体的な内容 

○ 医学部定員の減員に向け、医師養成数の方針について検討が求め

られてきた中、安定した医師確保を行うため、都道府県は、地域枠

に加え、柔軟に運用できる地元出身者枠の恒久定員内への設置につ

いて、積極的に大学と調整を行うこととする。 

○ 特に医師少数県においては、自県内に所在する大学への積極的な

地域枠の設置に加えて、地元出身者を対象として他県に所在する大

学にも地域枠を設置し、卒前からキャリア形成に関する支援を行う

ことで、医師確保を促進する。 

○ 都道府県、大学、関係機関が連携して、キャリアコーディネータ

ー等を活用しながら、キャリア形成卒前支援プランを通して学生時

代から地域医療に従事・貢献する医師としての姿勢等を涵養し、各

都道府県・大学等における地域医療を担う医師養成の観点から有効

な取組について、情報共有を行う機会を定期的に設けることとす

る。 

○ 都道府県は、大学及び地域の医療機関等と連携し、医師少数区域

等における医師確保が必要な診療科や医師数に加え、医師のキャリ

ア形成の視点から医療機関の指導体制等についても十分に把握した

上で、地域医療対策協議会で協議を行い地域枠の医師の配置を検討

することで、地域枠の医師がキャリア形成をしつつ地域医療に従事

しやすい仕組みを構築することとする。 

 

（５） 産科・小児科医師偏在指標 

① 見直しの方向性 

○ 産科医師偏在指標及び小児科医師偏在指標の精緻化を行う。 

 

② 具体的な内容 

○ 産科の医師偏在指標は、実際に分娩を取り扱う産科医師とするこ

とが望ましいため、算出に用いる医師数は、現行の「産科・産婦人

科医師数」を「分娩取扱医師数」と変更し、三師統計において「過
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去 2年以内に分娩の取扱いあり」と回答した医師のうち、日常的に

分娩を取り扱っていると考えられる、産婦人科・産科・婦人科を主

たる診療科と回答した医師数を用いる。また、指標の名称を「産科

医師偏在指標」から「分娩取扱医師偏在指標」と変更する。 

○ 分娩取扱医師偏在指標及び小児科医師偏在指標も（１）の医師偏

在指標と同様に、三師統計で異なる医療圏の従たる従事先を記載し

ている医師については、主たる従事先で 0.8人、従たる従事先で

0.2人として算出する。 

 

（６） 医師確保計画の効果の測定・評価 

① 見直しの方向性 

○ 医師確保計画における効果の測定・評価の方法について見直しを

行う。 

 

② 具体的な内容 

○ 第８次（前期）医師確保計画に記載する第７次医師確保計画の効

果の測定・評価については、計画終了時の医師偏在指標の見込みの

算出が困難であることから、病床機能報告等の都道府県が活用可能

なデータを参考として評価することとする。ただし、病床機能報告

は一般病床及び療養病床のデータのみであることに留意する。 

○ 三師統計については、オンライン提出の仕組みを導入すること

で、結果を早期に公表できるよう検討を進める。また、既存の他統

計との連携も含め、三師統計の更なる充実化を図る。 

 

（７） その他 

① 見直しの方向性 

○ 都道府県は、寄附講座の設置、派遣元医療機関への逸失利益の補

填に加えて、その他の既存の施策を組み合わせることで、医師少数

区域等の医師確保を推進する。 

○ 子育て支援は個々の医療機関の取組としてだけではなく、地域の

医療関係者、都道府県、市区町村等が連携し、産科及び小児科に限

らず全診療科を対象として、地域の実情に応じて取組む。 

 

② 具体的な内容 

（医師確保に関する施策） 

○ 医師派遣については、都道府県が、医師派遣を必要としている医
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師少数区域等の医療機関と、医師派遣が可能な県内の医療機関を十

分把握していない場合もあることから、例えば、地域医療支援セン

ターは医師確保が必要な診療科・医師数や、派遣元医療機関の候補

を調査し、医師派遣に必要な情報を正確に把握することとする。 

○ 自県内に所在する大学への寄附講座の設置や、都道府県が基金を

活用して派遣元の医療機関の逸失利益を補填する取組については、

これまで一部の都道府県において行われてきたが、各都道府県はそ

れらの取組を参考にしつつ、医師少数区域等の医師確保を推進する

こととする。 

○ 上記取組を行ってもなお、自都道府県内で十分な医師の確保がで

きない場合には、県外に所在する大学に寄附講座を設置するなど

し、都道府県は県外からも医師の派遣調整を行うこととする。 

○ 都道府県は、派遣医師が医師少数区域経験認定医師を取得可能に

なるよう配慮することや、専門医制度の連携プログラム、寄附講座

等による医師派遣といった既存の施策を組み合わせることを通じ

て、医師派遣を促進することとする。 

○ 当該医師確保に関する各都道府県の取組の中で参考となるものに

ついては、国は、好事例として周知することとする。 

（子育て支援等） 

○ 医学部入学者に占める女性の割合が増加する中、女性医師就業率

は子育て世代において低下しており、また、子育て世代の医師に対

する取組は男女問わず重要であると考えられることから、妊娠中の

支援や子育て支援（時短勤務等の柔軟な勤務体制の整備、院内保

育・病児保育施設・学童施設やベビーシッターの活用等）について

は、個々の医療機関の取組としてだけではなく、地域の医療関係

者、都道府県、市区町村等が連携し、産科及び小児科に限らず全診

療科を対象として、地域の実情に応じて取組むこととする。 

○ 子育て等の様々な理由で臨床業務を離れ、臨床業務への再就業に

不安を抱える医師のための復職研修や就労環境改善等の取組を通

じ、再就業を促進することとする。 
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第４部 ５疾病５事業及び在宅医療の医療連携体制の構築 

 

第１章  救急医療 

 

１  救急医療  

救急医療は、医療機関、消防機関、行政機関等が協力して、救急告示制度及び

１次救急から３次救急までの救急医療体制によって対応しているが、地域毎に医

療資源、医療機関へのアクセス状況等が異なることから、地域の医療資源を効果

的に活用し、地域の実情に即した救急医療体制の整備を行うことにより、県民が

急傷病時に安心して診療を受けることができるよう、救急医療体制の質的な充実

を目指す。 

 

【現  状】  

救急告示制度は、消防法の規定を受けて定められた厚生省令により昭和 39年か

ら施行されており、救急隊によって搬送される傷病者を受け入れる医療機関の確

保という観点から創設されたものである。  

一方、昭和 52年からは、救急医療の機能分担を明確にするため、急傷病者の容

態別に救急医療機関を１次 (軽症 )、２次 (重症 )、３次 (重篤）と区分する、救急告

示制度とは別の救急医療体制が整備された。この体制は、当初は救急告示制度を

補完する性格であったが、現在では地域における救急医療体制の中心的な制度と

して整備されている。  

さらに、救急患者の円滑な搬送と受入れを図ることを目的に、兵庫県広域災

害・救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）を整備している。  

(1) 救急告示制度  

救急病院等を定める厚生省令に基づき、救急医療機関を認定し、告示して

いる。県下の救急告示医療機関数は、令和２年４月１日現在、病院 179施設、

診療所６施設の計 185施設である。 

(2) １次救急医療体制  

休日及び夜間における軽症の救急患者に対応する１次救急医療機関を確保

するため、県下を 41地区に分けて、休日夜間急患センターや在宅当番医制に

より対応することとしている。現在、休日夜間急患センターは 24機関が設置

され、在宅当番医制は 17地区で実施されている。  

(3) ２次救急医療体制  

入院・手術等を必要とする救急患者に対応し、１次救急医療機関の後送先

ともなる  ２次救急医療機関を確保するため、地域の病院群が輪番制方式

（病院群輪番制）により対応することとしている。病院群輪番制は、２次保

健医療圏域８圏域のうち、阪神圏域を３地域、東播磨圏域、播磨姫路圏域、

但馬圏域を２地域ずつとした計 13地域の２次救急医療圏域で毎夜間及び休日

昼間に実施している。  

Administrator
参考
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(4) ３次救急医療体制  

救命措置を要する重篤な救急患者に常時対応し、２次救急医療機関の後送先  

ともなる医療機関を確保するため、現在、３次救急医療圏域として、２次保健

医療圏域を基本に県下を７ブロックに分け、救命救急センター等の３次救急医

療機関を 12機関設けており、全ての３次救急医療圏域に設置している。なお、

救命救急センターのうち兵庫県災害医療センターは指肢切断や広範囲熱傷にも

対応する高度救命救急センターである。  

【救命救急センターにおけるドクターカーの状況】  

(5) 広域的な連携 

県内の各地域において、神戸地域と三田地域のような２次救急医療圏域を越

えた患者搬送が行われている。また、京都府丹後圏域と北但馬救急医療圏域、

鳥取県東部圏域と西南但馬救急医療圏域、京都府中丹圏域と丹波救急医療圏域

等においては、府県域を超えた患者搬送が行われている実態がある。  

(6) 兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）  

救急医療に必要な診療科目及び手術の可否並びに空床の有無等の診療応需情

報を参加医療機関から収集し、この情報を消防本部等に迅速かつ的確に提供す

る救急医療情報システムを昭和 56年に整備した。阪神・淡路大震災の教訓を踏

まえ、大規模災害にも対応できる兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵

庫県ＥＭＩＳ）として平成８年 12月に再構築を行い、その後も機能を強化、増

強している。 

 （主な機能） 

  ①診療応需情報  ②緊急搬送要請モード ③個別搬送要請モード ④災害モード 

【平成 15年４月】県民に救急医療機関情報を提供するため、システムをＷｅｂ

化（ http://web.qq.pref.hyogo.lg.jp/ap/qq/men/pwtpmenult01.aspx）し、

局所的な中小規模災害（エリア災害）にも対応できる緊急搬送要請モードを

追加整備した。  

【平成 21年４月】緊急性の高い搬送困難事案に対応できるよう消防から医療機

関に  対し一斉に受入要請を発信できる個別搬送要請モードを追加した。  

【平成 28年４月】時代のニーズに合わせ、スマートフォン・タブレット端末に

対応  する画面を新設した。  

実施主体 実施開始 実施形態 実施体制
平成30年度
運行件数

兵庫県災害医療センター 平成15年9月11日 災害医療センターで実施 24Ｈ体制 321

神戸市立医療センター中央市民病院 平成11年7月1日
神戸市消防局とのワークス

テーション方式
全日9：00～17：30 176

県立尼崎総合医療センター 平成27年7月1日 県立尼崎総合医療センターで実施

月～金　9：00～17：00
（成人）
※全日　9：00～21：00
（小児）

699

県立西宮病院 平成25年11月25日 西宮病院で実施 月～金　9：00～17：30 914

兵庫医科大学 平成26年11月1日
阪神間７市1町の消防局の

要請に基づき出動
24Ｈ体制 151

県立加古川医療センター 平成26年10月1日 加古川医療センターで実施 24Ｈ体制 107

製鉄記念広畑病院 平成26年3月1日 製鉄記念広畑病院で実施 平日　9：00～16：30 59

公立豊岡病院 平成22年12月5日 公立豊岡病院で実施 24Ｈ体制 2431

県立淡路医療センター 平成26年10月24日 県立淡路医療センターで実施 月～金　8：45～17：30 111

http://web.qq.pref.hyogo.lg.jp/ap/qq/men/pwtpmenult01.aspx
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(7) ヘリコプターを活用した救急医療の確保  

平成 16年４月から共同運航を開始した県消防防災ヘリ１機及び神戸市消防防

災ヘリ２機を活用し、現場出動による救急患者の広域搬送及び病院間搬送の手

段として、兵庫県災害医療センター及び神戸市立医療センター中央市民病院等

の医療スタッフが同乗するドクターヘリ的活用の正式運航を平成 19年７月に開

始した。 

平成 22年４月に公立豊岡病院組合立豊岡病院を基地病院とする、本県及び京

都府、鳥取県の３府県によるドクターヘリ（３府県ドクターヘリ）の共同運航

を開始（平成23年４月に関西広域連合に事業移管）し、県北部地域をカバーし

ている。 

平成 24年 10月には徳島県ドクターヘリの運航開始（基地病院：徳島県立中央

病院（平成 25年４月に関西広域連合に事業移管））に伴い、淡路地域もカバー

し、医療資源の乏しい地域の救命率の向上を図っている。  

平成 25年 11月には、県立加古川医療センターを基地病院、製鉄記念広畑病院

を準基地病院とするドクターヘリ（兵庫県ドクターヘリ）を導入、運航を開始

（平成 25年４月に関西広域連合に事業移管）し、播磨地域及び丹波南部地域を

カバーしている。  

平成 30年３月には、鳥取県ドクターヘリの運航開始（基地病院：鳥取大学医

学部附属病院）に伴い、但馬北西部地域をカバーしている。  

また、地域ごとに消防防災ヘリとドクターヘリの要請順位を設定しており、

要請したヘリが出動中の場合には、次のヘリに要請できる体制を整備してい

る。  

(8) 精神科救急医療体制  

重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応するため、24 時間 365 日、医師・

看護師を配置した常時対応施設である精神科救急医療センターと、病院群輪番施

設である精神科病院等の参画を得て、神戸市との協調事業として精神科救急シス

テムを稼動させている。現在、精神科救急医療圏域は県内５圏域とし、休日及び

毎夜間の精神科救急患者を受入れている。（詳細は「精神疾患対策」の項目を参

照）  

(9) 救急医療電話相談（＃７１１９）の実施  

   増加する救急需要への対策と市民の不安解消を目的として、平成 29年 10月に

神戸市において救急医療電話相談事業（救急安心センターこうべ）を開始し、

令和元年４月より芦屋市が参画した。  

 (10) 地域医療ネットワークの構築状況  

   ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した地域医療ネットワークの構築を推進して

いる。その中で、救急医療機関のリアルタイムでの受入れ可能情報の提供を行

うため、地域医療再生基金等を活用して、阪神圏域に「 h-anshin（はんしん）

むこねっと」を整備した。平成 26年度から運用を開始し、リアルタイムな情報

を参照することにより救急患者搬送時の照会回数が減るなどの改善が得られ、

救命率の向上や後遺障害の低減につながっている。  
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(11) 新型コロナウイルス感染症への対応  

新型コロナウイルス感染症患者のための病床を確保する際、救命救急センタ

ーを有する３次救急医療機関に集約するのではなく、他の病院との一定の役割

分担により救急医療体制を確保した。  

発熱等の疑い患者の救急対応では、陽性者を受入可能な医療機関等の情報を

各消防本部と共有したほか、県 EMISの個別搬送要請モードの活用を周知した。  

 

【課  題】  

(1) 救急医療体制の一元化  

１次から３次までの救急体制と救急告示制度が併存し、それぞれ別々に機

能していたため、救急告示病院と輪番制参加病院が一致していない場合があ

るなど、県民や救急隊にとってわかりづらいものとなっていることから、こ

れらの制度の一元化を図っていく必要がある。  

(2) １次救急医療体制  

休日夜間急患センター、在宅当番医制のいずれにおいても対応できていな

い空白日、時間が生じている地域がある。  

(3) ２次救急医療体制  

ア  病院群輪番制は、狭い地域に比較的多数の病院がある場合は円滑な運用が

期待できるが、広い地域に少数の病院が散在している場合には必ずしも効果

的な運営が期待できない場合がある。  

イ  休日、夜間における１次救急患者の２次救急医療機関への時間外受診や医

師不足等により２次救急医療機関で受入が困難となる状況が生じており、消

防機関による搬送が円滑に行われていない地域がある。  

ウ  ２次救急医療機関での受入体制が十分でない地域において、３次救急医療

機関への患者搬送が集中する傾向にある。  

(4) ３次救急医療体制  

救命救急センターの未設置ブロック等については、３次救急医療体制の充実

を図る必要がある。あわせて、救命救急センターに準ずる３次的機能病院の救

命救急センターへの指定についても検討する必要がある。  

(5) 広域的な連携 

２次救急医療圏域を越えた患者搬送や府県域を超えた患者搬送が行われてい

る地域においては、圏域間、隣接府県間の連携を図る必要がある。  

(6) 兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）  

システムとしては一定の整備ができているが、入力情報の信頼性の向上、シ

ステム参加機関における情報入力体制、入力情報の活用方法等、システムの運

用について検討を行うとともに、継続的に運用方法の周知徹底を行う必要があ

る。  

(7) 救急医療を担う人材の確保  

救急医療機関の中でも特に、救命救急センター等の３次救急医療機関におい

て、救急医をはじめとする救急医療を担う人材の確保が必要である。   
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(8) 救急搬送体制の充実  

兵庫県ドクターヘリの運用について準基地病院である製鉄記念広畑病院の

県立姫路循環器病センターとの再編統合が予定されており、統合後病院の機

能について検討する必要がある。  

消防機関による救急搬送とも連携をとりながら、天候や時間帯の制限を受

けずに柔軟に運航できるドクターカーの導入を図るなど、救急搬送体制の充

実に取り組み、より効果的な運用方法等についても検討が必要である。  

(9) 精神科救急医療体制  

現在の精神科初期救急医療体制について、受入時間の拡充など、受診しや

すい体制への拡充検討を行う必要がある。（詳細は「精神疾患対策」の項目

を参照） 

(10) 一般救急医療機関と精神科救急医療体制との連携  

入院が必要な重症精神症状を有する身体疾患患者への対応や、消防、一般

救急、単科精神科病院との連携強化が必要である。（詳細は「精神疾患対

策」の項目を参照）  

(11) 救急医療電話相談（＃７１１９）  

神戸市で救急医療電話相談事業（救急安心センターこうべ）が開始され、

現在、神戸市内及び芦屋市内を対象地域として実施を行っているが、さらな

る利用の普及促進に努めるとともに対象地域の拡大を図っていく必要があ

る。  

(12) 救急医療機関と関係機関との連携・協議体制の整備  

高齢者の人口増加や在宅医療体制の推進に伴い、救急医療機関とかかりつ  

け医や介護施設等の関係機関との連携・協議する体制の構築が必要である。  

(13) 新型コロナウイルス感染症への対応  

救急医療を担う医療機関において院内感染が発生した場合も含めて、地域に  

おいて役割分担とネットワークを構築しておく必要がある。  

発熱等の疑い患者の救急受入れが拒否されるようなケースもあり、疑い患者

も含めた円滑な受入体制を確保する必要がある。  

 

【推進方策】  

(1) 救急医療体制の一元化の推進  

輪番制に参加している病院については、順次、救急告示病院となるよう指導

するとともに、病院群輪番制参加病院の拡大に際しては原則として救急告示病

院の中から選定を行うことにより、病院群輪番制と救急告示制度との一元化を

図る。（県、市町）  

 

(2) １次救急医療体制の整備  

ア   住民の利便性の向上と２次救急医療機関の負担軽減を図るため、１次救急

医療  体制の診療日、診療科目及び診療時間等の充実を図る。（市町）  
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イ  一方、緊急を要しない患者については、１次、２次救急医療機関への時間

外受診を控えるなど住民に対する啓発、普及を図る。(県、市町、関係団体、

県民 ) 

(3) ２次救急医療体制の整備  

ア   病院群輪番制の参加病院数が少ない圏域においては、地域の状況に応じ

て、地元関係機関との調整を進め、新たな参加病院の確保を進める。（市

町）  

イ  救急医療機関での受入体制を確保するため、勤務医師の確保を図る。

（県、市町、医療機関）  

ウ  三田地域は神戸市第二次救急協議会の救急医療情報ネットワークシステム

（ Mefis）の利用も含め、神戸市との患者流出入も多いことから、更なる医療

連携を進めるなかで体制の強化を図る。（市町、医療機関）  

(4) ３次救急医療体制の整備  

救命救急センターが設置されていないなど、３次救急医療機能に課題のある

ブロックにおいては、救命救急センターの設置及び３次的機能病院に位置づけ

られている病院について救命救急センターへの指定を検討し、３次救急医療体

制の充実を図る。（県、医療機関）  

＜救命救急センター等の整備予定＞  

   ○播磨姫路ブロック…県立姫路循環器病センターと製鉄記念広畑病院が統合  

再編を予定しており、新病院の県立はりま姫路総合医療センター (仮称 )にお 

ける救命救急センターの整備（ 2022年） 

(5) 広域的な連携 

圏域を超えた患者搬送が行われている地域においては、医療機関と消防機関

が連携して関係者の協議を行い、広域搬送の仕組みを構築するとともに、ドク

ターヘリ等を活用した広域搬送も含めた救急医療体制を整備する。  

また、府県域を超えた患者搬送については、府県間協議のもと協力体制を整

えるとともに、円滑な搬送のため、広域災害・救急医療情報システムの府県間

共有（リンク）を図る。（県、市町、医療機関）  

(6) 兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）  

入力情報の信頼性の向上、システム参加機関における情報入力体制、入力情

報の活用方法等、システムの運用について検討を行うとともに、継続的に運用

方法の周知徹底を行うため、研修会、訓練を実施する。（県、市町、医療機

関）  

(7) 救急医療を担う人材の確保  

救急医をはじめとする救急医療を担う人材を確保するため、大学、医療機関

における人材の育成を進める。（県、大学、医療機関）  

 

(8) 救急搬送体制の充実  

ドクターヘリについては、関西広域連合による取組等とも引き続き連携し、県

全域をカバーしていく。また、製鉄記念広畑病院と県立姫路循環器病センターの
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統合再編後の県立はりま姫路総合医療センター（仮称）においても、引き続きそ

の機能を継続し、救急搬送体制の充実を図る。  

ドクターカーについても、県下の救命救急センター等を中心に、その導入に向

けた取組の推進を図り、関係機関等と連携し効果的な運用方法等について検討等

を行う。（県、市町、医療機関、関係機関）  

(9) 精神科救急医療体制  

精神科初期救急医療体制は、より身近な地域で受診できる体制を整えるために

精神科救急医療圏域を精神科救急入院医療圏域（５圏域）と精神科救急外来医療

圏域（７圏域）に見直し、圏域ごとに受診しやすい体制づくりを目指す。（県）  

（詳細は「精神疾患対策」の項目を参照）  

(10) 一般救急医療機関と精神科救急医療体制との連携  

一般救急医療機関と精神科救急医療体制の連携のあり方について、検討を進

める。（県）（詳細は「精神疾患対策」の項目を参照）  

(11) 救急医療電話相談（＃７１１９）の推進  

現在、神戸市内を対象として神戸市が実施している救急医療電話相談につい  

て、神戸市と協力して対象地域の県内全域化を目指す。また、既存の電話相

談事業の効果的な連携、役割分担について検討を行う。 （県、市町、関係団体） 

(12) 救急医療機関と関係機関との連携・協議体制の整備  

高齢者の人口増加や在宅医療の推進にともない介護施設等の利用者が増加す  

ることが予想され、利用者の安全な救急搬送体制を確保するため、市町単位

や圏域単位など地域の実情に合わせた組織体制で救急医療機関と関係機関が

協議・連携体制を構築する体制整備の推進を図る。（県、市町、医療機関、関

係団体） 

(13) 新型コロナウイルス感染症への対応  

院内感染が発生した場合も含めて、一般救急医療体制が維持できるよう、地

域での医療機関の役割分担とネットワークの構築に取り組む。（県、市町、医療

機関） 

救急医療を担う医療機関には公立・公的医療機関が多く、新型コロナウイル

ス感染症に対応する医療機関と重複する場合も多いことから、県災害医療セン

ターの一時的に増床できる機能を活用する等、救急医療体制の確保を図るため

に必要な準備に取り組む。（県、医療機関）  

疑い患者も含めた円滑な受入体制の確保に向け、疑い患者を優先的に受け入

れる医療機関の確保や、院内感染防止対策の支援、受入調整を円滑に行うため

の医療機関等のネットワークの構築等に取り組む。（県、市町、医療機関）  

併せて、各消防本部との迅速な情報共有や民間救急事業者等の活用による搬

送手段の充実を行う。（県、市町）  

 

 

 

 



第４部 ５疾病５事業及び在宅医療の医療連携体制の構築 

第１章 救急医療 

142 

 

【救急医療機関の公表】  

  「救急医療の確保に関する事業に係る医療連携体制に係る医療提供施設」につ

いては兵庫県内病院一覧（資料名：兵庫県病院名簿）等により兵庫県のホームペ

ージにて公表する。   

［参照 URL］ https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf15/hw11_000000004.html） 

２  病院前救護  

病院前救護とは、傷病者が救急現場から医師の管理下におかれるまでの間に行わ

れる応急処置・救命処置のことを指す。  

傷病者の救命率の向上を図るためには、一刻も早く医師の管理下におくことが必

要であり、ドクターカー等により医師が現場で対応できる体制が望まれるが、現状

は、救急  救命士等により救命処置がなされている。  

病院前救護における救命処置の質を確保するため、メディカルコントロール体制
＊を整備し、救急救命士等が救命処置を実施する場合、当該救命処置を医師が指示

又は指導・助言及び検証してそれらの救命処置の質を保障することが必要である。

病院前救護体制を充実することにより、傷病者の救命率の向上や合併症の発生率の

低下などの予後の向上を図る。 

＊メディカルコントロール体制とは  ： 

救急救命士を含む救急隊員が行う応急処置等の質、及び地域の救急搬送とその受入

医療体制の質を医学的に保障するために、①医師による指示、指導・助言体制、②事

後検証体制、③再教育体制、④傷病者の搬送及び受入れの実施基準に基づく救急搬送

体制、⑤救急医療機関の受入医療体制の重要な５要素が整備された体制  

 

【現  状】  

(1) 救急搬送の状況  

兵庫県内における救急出動件数・救急搬送人員は、全国の傾向と同様に増加傾

向となっており、平成 30 年も、過去最高となった平成 29 年を上回るなど大きく

増加している。 

（参考）兵庫県内における救急搬送の状況  

区分  H26 H27 H28 H29 H30 

救急出動件数(件 ) 264,636 268,436 275,769 285,265 300,287 

救急搬送人員(人 ) 232,451 236,381 245,257 253,412 266,042 

 

(2) 救急救命士の状況  

兵庫県内の消防本部は救急救命士の養成・配置に努めており、平成 31 年４月

１日現在で 1,274 人の救急救命士が配置され、全ての救急隊に救急救命士が乗

務可能な体制が構築されている。  

また、救急救命士の処置範囲が段階的に拡大されており、それらの処置に対応

可能な救急救命士の養成・配置も進められている。  
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〔救急救命士の処置範囲の拡大〕  

平成 15 年４月～  医師の包括的指示下での除細動  

平成 16 年７月～  気管挿管 

平成 18 年４月～  薬剤（アドレナリン）投与  

平成 23 年８月～  ビデオ硬性挿管用喉頭鏡を用いた気管挿管  

平成 26 年４月～  静脈路確保、輸液、血糖測定、低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与  

（参考）兵庫県内消防本部における救急救命士数            （単位：人） 

区分  H27 H28 H29 H30 H31 

救急救命士数 1,169 1,187 1,208 1,248 1,274 

 うち気管挿管認定  703 770 839 907 967 

 うちアドレナリン投与認定 1,101 1,167 1,229 1,304 1,376 

※  各年 12 月 31 日現在  

 

(3) メディカルコントロール協議会  

兵庫県では、平成 14 年度に、県単位協議会である「兵庫県救急業務高度化協

議会」及び県内５地域に地域メディカルコントロール協議会を設置し、①救急救

命士らへの医師の指示、指導・助言体制の構築、②救急活動の事後検証体制の構

築、③救急救命士の再教育体制の充実を柱とするメディカルコントロール体制を

整備している。 

各地域メディカルコントロール協議会では、救急活動プロトコールを策定して

おり、救急救命士らは、このプロトコールに基づき救急活動を実施している。  

また、平成 22 年４月には、「兵庫県救急業務高度化協議会」を消防法第 35 条

の８の規定に基づく協議会として位置付けることとし、「兵庫県メディカルコン

トロール協議会」に改称した。  

(4) 傷病者の搬送及び受入れの実施基準  

平成 21 年の消防法改正に伴い、傷病者の搬送及び医療機関による受入れを適

切かつ円滑に行うために都道府県が策定・公表することとされた「傷病者の搬送

及び受入れの実施基準」を、「兵庫県救急業務高度化協議会」及び各地域メディ

カルコントロール協議会で検討し、平成 22 年 12 月に策定した。  

(5) ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の普及  

非医療従事者によるＡＥＤの使用が認められた平成 16 年から平成 18 年にか

けて県立高等学校を含めた全県立施設への設置を行うとともに、平成 18 年９月

より開催された「のじぎく兵庫国体」の会場に設置したＡＥＤ 148 台のうち 124

台については会場となった各市町へ無償贈与するなど県として可能な普及対策

を講じてきた。 

また、兵庫県内の各消防本部では、ＡＥＤの更なる有効活用に向けて、ＡＥＤ

を活用した応急手当の普及促進を図っている。  
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【課  題】  

(1) 消防、救急医療機関のより円滑な連携  

(2) 救急搬送・受入れの実態調査及び分析  

(3) 疾病ごとの救急活動プロトコールの策定  

(4) 救急活動の事後検証の推進  

(5) バイスタンダー (傷病者の傍らにいる人 )による応急手当の推進  

(6) 県民へのＡＥＤの普及・啓発 

 

【推進方策】  

救命率のさらなる向上をめざし、病院前救護体制の充実に努める。  

(1) 救急体制の充実  

救急救命士の新規養成に努めるとともに、救急救命士の処置範囲の拡大に適切

に対応することにより、救急体制の充実を図る。（県、市町）  

(2) メディカルコントロール体制の充実  

ア  メディカルコントロール体制のさらなる充実を図り、救急業務の円滑な実施

と消防及び救急医療機関との円滑な連携を行う。（県、市町、医療機関）  

イ  地域メディカルコントロール協議会において疾病ごとの救急活動プロトコ

ールを検討する。（県、市町）  

ウ  事後検証委員会において、救命処置の事後検証を的確に行う。（県、市町）  

エ  メディカルコントロール従事医師の質の標準化を図るため、同医師等を対象

とした研修を実施する。（県、市町）  

(3) 傷病者の搬送及び受入れの実施基準の見直し  

救急搬送・受入れの実態に関する調査などを実施し、問題点や課題を抽出した

上で、適宜、実施基準の見直しを行い、救急搬送及び受入れの円滑な実施を推進

する。（県、市町、医療機関）  

(4) 応急手当の普及・啓発  

救急隊が現場に到着するまでに、バイスタンダー（傷病者の傍らにいる人）に

よる応急手当（心肺蘇生、ＡＥＤ等）が実施され、救命の連鎖がスムーズに行わ

れるよう応急手当の普及・啓発を図る。（県、市町、医療機関、関係団体）  

(5) ＡＥＤの啓発  

ＡＥＤの使用方法についての講習会を開催する等によりＡＥＤの普及啓発を

図る。（県、市町、関係団体）  

 

○ＡＥＤ：Automated External Defibrillator（自動体外式除細動器）の略。スポー

ツ時はもとより日常の生活の中でも突発的に起こりうる、心臓が脈打たず

に細かく震えたようになる「心室細動」という不整脈に陥った時に、電気

ショックを与えて心室細動を止め、正しい心臓のリズムに戻す装置。  
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３  救急医療に係る指標・目標  

 

【指  標】  

指標名 

 

出典  

（年度） 
兵庫県 

（参考） 

全国平均 

救急搬送人員数 H30 266,042 人 －  

救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送ま

でに要した平均時間  
H30 36.6 分  39.5 分  

受入困難事例の割合①  

（医療機関照会回数４回以上の割合 [重症以上傷病者 ]） 
H30 2.7％ 2.4％ 

受入困難事例の割合②  

（現場滞在時間 30 分以上の割合 [重症以上傷病者 ]）  
H30 5.4％ 5.1％ 

心肺機能停止傷病者（心肺停止患者）の１ヶ月

後の社会復帰率 
H30 7.8％ 12.5％ 

 

【目  標】  

目標  策定時 現状値 目標値（達成年度）  

救急医療電話相談（＃７１１９）

の実施市町 

神戸市

（ H29） 

神戸市（ H29） 

芦屋市（ R1） 

県全域 

（ R5） 
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救急医療圏域図  

新温泉町

香美町

豊岡市

養父市

朝来市

宍粟市

佐用町

上郡町

赤穂市

姫路市

姫路市

福崎町

市川町

神河町

多可町

西脇市

加東市
三田市

明石市

丹波市

小野市

加西市

加古川市

神戸市

三木市

川西市

伊丹市

尼崎市

西宮市

淡路市

洲本市

南あわじ市

猪名川町

播磨町

丹波篠山市

高砂市

芦屋市

稲美町

丹波

西播磨

北播磨

東播磨
神戸

北但馬

淡路

たつの市

太子町相生市

宝塚市

中播磨

阪神南

明石

西南但馬

阪神北
三田

救急医療圏域区分

区分 １次救急（市町） ２次救急（地域） ３次救急（圏域）

神 戸 神 戸

三 田

阪 神 南

阪 神 北

明 石

東 播 磨

北 播 磨

中 播 磨

西 播 磨

西 南 但 馬

北 但 馬

丹 波 丹 波

淡 路 淡 路

計 ２９市１２町 13 7

播 磨 東

播 磨 姫 路

但 馬

市 町 単 位

地
域
区
分

阪　　　　　　　　　　神



第４部 ５疾病５事業及び在宅医療の医療連携体制の構築 

第１章 救急医療 

147 

 

 

①  初期救急医療機関【休日夜間急患センター、在宅当番医制、休日歯科診療所】  

入院・手術等を必要としない比較的軽症な救急患者に対応する。  
②   ２次救急医療機関   【病院群輪番制】  

入院・手術等を必要とする重症救急患者に対応する。  
    〔病院群輪番制〕  

２次保健医療圏域内に地域を設定し、重症患者に対応できる数病院が交替で
休日・夜間における診療を受け持つ。（２次救急医療圏域 13 地域で実施） 

    〔小児科救急対応病院群輪番制〕  
２次保健医療圏域内に設定した小児救急医療圏域において、小児科重症救急

患者に対応できる数病院が交替で休日・夜間における診療を受け持つ。  
（２次小児救急医療圏域 11 圏域で実施） 

 ③  ３次救急医療機関   【救命救急センター、３次的機能病院】  
脳卒中、心筋梗塞、頭部外傷などの重篤救急患者へ対応するため、高度の診療機

能を備え、 24 時間受入れ可能な体制をとる。  
 ④  救急告示医療機関  

医療機関からの申し出により、施設・受入れ体制の整ったものについて都道府県
知事が認定し告示する。  

 

なお、休日夜間急患センター及び救急医療機関についての情報を、県広域災害・

救急医療情報システム（兵庫県 EMIS）のホームページで提供している。  

［参照 URL］ http://web.qq.pref.hyogo.lg.jp/ap/qq/men/pwtpmenult01.aspx 
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休日夜間急患センター及び救命救急センター等設置状況一覧  

 

１  休日夜間急患センター                          （令和２年４月１日現在）  

 施       設       名 所   在   地 

１  神戸市医師会急病診療所  神戸市中央区橘通 4-1-20 

２  神戸市医師会東部休日急病診療所  神戸市灘区岸地通 1-1-1灘区民ホール 

３  神戸市医師会西部休日急病診療所  神戸市西区学園西町 4-2 

４  神戸こども初期急病センター  神戸市中央区脇浜海岸通 1-4-1 

５  
公益財団法人尼崎健康医療財団  

 休日夜間急病診療所  
尼崎市水堂町3-15-20 

６  西宮市応急診療所  西宮市池田町13-3 

７  芦屋市立休日応急診療所  芦屋市公光町5-13 

８  伊丹市休日応急診療所  伊丹市千増 1-1 

９  阪神北広域こども急病センター  伊丹市昆陽池2-10 

10 川西市応急診療所  川西市中央町12-2 

11 宝塚市立休日応急診療所  宝塚市小浜 4-4-1 

12 三田市休日応急診療センター  三田市天神 1-10-14 

13 明石市立夜間休日応急診療所  明石市大久保町八木 743-33 

14 加古川夜間急病センター  加古川市米田町船頭 5-1 

15 西脇多可休日急患センター  西脇市下戸田652-1 

16 姫路市休日・夜間急病センター  姫路市西今宿3-7-21 

17 揖龍休日夜間急病センター   たつの市龍野町富永 410-2 

18 南但休日診療所 朝来市和田山町法興寺 378-1 

19 豊岡市立休日急病診療所  豊岡市立野町12-12 

20 丹波篠山市休日診療所  篠山市黒岡 191 

21 丹波市休日応急診療所  丹波市柏原町柏原 443 

22 洲本市応急診療所  洲本市港 2-26 

23 南あわじ市休日応急診療所  南あわじ市賀集 1065-7 

24 淡路市休日応急診療所  淡路市志筑 3119-1 

兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵庫県 EMIS）／休日夜間急患センター一覧  

［参照 URL］ http://web.qq.pref.hyogo.lg.jp/ap/qq/sho/pwqqqkansr01.aspx 
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２  救命救急センター等  

 施      設      名 所   在   地 

救命救急

センター 

兵庫県災害医療センター  神戸市中央区脇浜海岸通 1-3-1 

神戸市立医療センター中央市民病院  神戸市中央区港島南町 2-1-1 

神戸大学医学部附属病院  神戸市中央区楠町 7丁目 5-2 

県立尼崎総合医療センター  尼崎市東難波町 2-17-77 

兵庫医科大学病院  西宮市武庫川町 1-1 

県立西宮病院 西宮市六湛寺町 13-9 

県立加古川医療センター  加古川市神野町神野 203 

県立姫路循環器病センター  ※１ 姫路市西庄甲520 

製鉄記念広畑病院  ※１  姫路市広畑区夢前町 3-1 

公立豊岡病院（但馬救命救急センター）  豊岡市戸牧 1094 

県立淡路医療センター  ※２ 洲本市塩屋 1-1-137 

３次的 

機能病院 
県立丹波医療センター   丹波市氷上町石生 2002番地 7 

 ※１  県立姫路循環器病センターと製鉄記念広畑病院は令和４ (2022)年度に再編統  

合し、新病院の県立はりま姫路総合医療センター（仮称）は救命救急センター  

として指定予定。  

 ※２  県立淡路医療センターは地域救命救急センターとして指定。  
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救急医療体制地区別整備状況  

 
○は、毎休日に救急体制を実施    ◎は、毎休日・毎夜間に救急体制を実施  

「救命救急センター等」の●は、救命救急センター、▲は３次的機能病院を表す。  
※  三田地域は、地理的条件などを含め神戸市との患者の流出入が多いことから、

今後も更なる連携を進めるなかで体制の強化を図る。  
注  県立姫路循環器病センターは、心疾患と脳卒中を中心に対応しており、他の重

篤患者への対応は近隣医療機関との連携のもと実施している。  
注  県立姫路循環器病センターと製鉄記念広畑病院は 2022年に統合再編し、新病院

の県立はりま姫路総合医療センター（仮称）は救命救急センターとして指定予
定。  

注  ３次救急においては、圏域を越えて相互補完している。  
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第３章  災害医療 

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえるとともに、県下において平成 16年 10月に発生し

た台風 23号による水害や、平成 17年４月に発生したＪＲ福知山線列車脱線事故、平成

23年３月に東北地方太平洋沿岸域を中心に未曾有の被害をもたらした東日本大震災、

平成 28年４月の熊本地震や平成 30年６月の大阪府北部地震等、県内外で発生する様々

な災害に対応できるよう、災害拠点病院間の連携体制を構築し、災害医療情報の収

集・提供、医療機関や搬送機関への指示要請、救命救急医療の提供、患者の搬送、医

薬品の備蓄などについての総合的なシステムを整備する。 

また、災害初動期において迅速かつ効率的な救護活動ができるよう、医療従事者に

対する知識の普及啓発や、兵庫ＤＭＡＴ指定病院＊における体制整備に取り組む。  
 

○兵庫ＤＭＡＴ（ Disaster Medical Assistance Team：災害派遣医療チーム）  

災害急性期 (概ね 48時間以内 )に活動できる機動性を持った、専門的な訓練 (国で 

研修実施 )を受けた医療チーム (災害拠点病院、救命救急センター職員で構成 ) 

○兵庫ＤＭＡＴ指定病院  

兵庫県が指定する、地域における災害医療の中核施設となるＤＭＡＴを持つ病院  

 

【現  状】  

(1) 広域災害救急医療情報システム・災害救急医療情報指令センターの整備  

平成８年 12月に、従来の救急医療情報システムを、阪神・淡路大震災の教訓

を踏まえ、大規模災害時に医療機関の被災情報を収集できる兵庫県広域災害・

救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）として更新した。    

平成 15年４月にはシステムをＷｅｂ化して、局所的な中小規模災害にも対応

できる緊急搬送要請モードを追加整備して、運用している。  

平成 21年度に搬送困難事案に対応するため、個別搬送要請機能を追加整備し

て運用している。  

平成 28年度には時代のニーズに合わせ、スマートフォン・タブレット端末へ

の対応画面の新設を行った。また、全病院のシステム登録を平成 28年度に行っ

た。  

兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）は平時から医療

機関において頻繁に情報更新などで利用が行われている。  

一方、厚生労働省においても大規模災害時に医療機関の被災情報やＤＭＡＴ

の情報等を収集するための広域災害救急医療情報システム（厚生労働省ＥＭＩ

Ｓ）を整備し運営している。他都道府県のＤＭＡＴは、大規模災害時に広域災

害救急医療情報システム（厚生労働省ＥＭＩＳ）から情報収集を行う運用にな

っている。 

兵庫県ＥＭＩＳと厚生労働省ＥＭＩＳは相互に医療機関の被災情報のデータ

連携を行うことができる。  

なお、これらを活用して得られた総合的な情報をもとに、兵庫ＤＭＡＴ、災
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害拠点病院救護班の派遣や患者搬送等の調整を指示する災害救急医療情報指令

センターを県災害医療センター内に整備（平成 15年８月）し、運営している。  

兵庫県ＥＭＩＳと厚生労働省ＥＭＩＳは、それぞれのシステムの利用主体が

異なること等の条件から、災害時にどちらのシステムを優先するか等、運用方

法について検討を行うことが必要となっていたため、関係機関と協議を行い、

平成 30年度に、災害時の医療機関からの被災状況等の報告では厚生労働省 EMIS

を優先して活用する方針を整理し、医療機関向け入力マニュアルを整備・周知

した。 

(2) 兵庫県災害医療センターの整備  

災害救急医療システムの中核施設である兵庫県災害医療センターは、県の基

幹災害拠点病院として、大規模災害に対応できるよう、平時から救命救急セン

ターとして救命救急医療を提供するほか、災害医療情報の収集・提供、医療機

関や搬送機関に対する指示・要請、ヘリコプターなどを活用した患者搬送、医

薬品等の備蓄、災害医療コーディネーターや救護班として派遣される災害医療

従事者に対して、研修や訓練を行っている。   

また、併設されている神戸赤十字病院についても、基幹災害拠点病院として

兵庫県災害医療センターの後方支援機能を担っている。  

(3) 災害医療圏域の設定  

  災害医療対応する医療圏域については、県民局又は県民センターに災害対策

地方本部が設定されて県民局等の単位で災害対応を行うため、県民局体制と一

致する圏域で災害医療圏域を設定する。（災害医療圏域図・災害拠点病院位置

図  参照） 

(4) 災害拠点病院の整備  

災害時に被災患者の受入れ・治療、救護班の派遣等を行う災害拠点病院を、

各災害医療圏域に原則１か所整備することとし、現在 18病院を指定し全ての災

害医療圏域に整備している。各病院に対しては、耐震強化工事や受水槽、自家

発電装置、備蓄倉庫、医療機器、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定などの計画的

な整備を指導している。  

(5) 兵庫県災害医療コーディネーターの整備  

災害時の院内における負傷者の受入等の災害対応、院外におけるＤＭＡＴや

救護班の活動の後方支援、地域医療情報センターの支援を担う兵庫県災害医療

コーディネーターを、災害拠点病院の救命救急センター長・救急部長・外科部

長を中心に委嘱している。  

平成 27年度から県医師会及び郡市医師会の代表者等を災害医療コーディネー

ターに委嘱し、令和２年３月末現在で災害拠点病院のコーディネーターを 88

名、医師会のコーディネーターを 27名、併せて 115名の災害医療コーディネー

ターを委嘱している。  
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○兵庫県災害医療コーディネーター  

全県又は災害医療圏域内において、被災患者の受け入れ先、救護班及び兵庫

DMATの派遣及び受け入れ等についての調整及び支援の役割を担い、災害発生時

に、地域医療情報センター、健康福祉事務所、市町、医療機関、消防機関等に

対して災害医療の確保について助言、指導、連絡調整を行う。平時において地

域医療情報センター、市町等が行う災害救急医療システムの整備について、助

言、指導を行う。  

 
(6) 統括ＤＭＡＴの確保  

災害時に被災地域において、地方公共団体、消防等関係機関との調整、情報

共有を行い、県内外のＤＭＡＴに対する適切な指示を行うために、統括ＤＭＡ

Ｔの養成を平成 19年度から始め、令和２年４月現在で 15の兵庫ＤＭＡＴ指定病

院に 25名配置している。  

○統括ＤＭＡＴ 

 厚生労働省が実施する「統括ＤＭＡＴ研修」を修了し、厚生労働省に登録さ

れた者で、通常時にはＤＭＡＴに関する訓練・研修、都道府県等の災害医療体

制に関する助言等を行い、災害時には各ＤＭＡＴ本部の責任者として活動す

る。  

(7) 救急搬送システムの整備  

災害時における救急患者や医薬品等救援物資の搬送を効果的に行うため、防

災関係機関と連携し、ヘリコプターなどによる搬送体制を整備するとともに、

災害拠点病院等のヘリポート、患者搬送車の整備などを進めている。  

(8) 医薬品等備蓄システムの整備  

県災害医療センター及び各災害拠点病院に、災害発生直後に必要な救急用医

薬品・衛生材料及び救護班が携行する医療資器材等を備蓄している。  

また、県医薬品卸業協会などと災害時の医薬品等の供給について協定を締結

している。 

(9) 圏域における「災害時保健医療マニュアル」の策定  

平成８年度以降、災害時における迅速かつ効率的な救護活動の実現をめざ

し、救護班の派遣・受入体制、地域医療情報センター、災害拠点病院、郡市区

医師会・歯科医師会、消防本部等の具体的な役割や行動を明示した、災害医療

圏域単位の「地域災害救急医療マニュアル」を策定している。平成 25年度に

「地域災害救急医療マニュアル」を改訂し、マニュアル内容の検証のため、訓

練を実施してきた。 

平成 28年４月の熊本地震における対応に関して、医療チーム、保健師チーム

等の間における情報共有に関する課題や保健所の支援について市町との連携に

関する課題が指摘されたこと、また「大規模災害時の保健医療活動に係る体制

の整備について」の通知を受け、大規模災害時には県が設置する保健医療調整

本部において保健医療活動の総合調整が行われることとなったこと等を踏ま

え、「地域災害救急医療マニュアル」の見直しが課題となったことから、令和
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元年度に、関係者との協議を経て策定した指針を参考に、各圏域で「災害時保

健医療マニュアル」を策定した。 

(10) 医療マンパワー、広域応援体制の確保  

兵庫県では、地域防災計画に兵庫ＤＭＡＴ、日本赤十字社、災害拠点病院救

護班等の派遣を定めるほか、平成８年度に近畿２府７県震災時等の相互応援に

関する協定（平成 24年度に近畿圏危機発生時に相互応援に関する協定を締結）

及び全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定を締結し、相互応

援体制を整えている。  

また、県医師会と医療救護活動に対する応援協定として「災害時の医療救護

についての協定書」を締結しており、ＪＭＡＴ兵庫の派遣体制を構築してい

る。  

○ＪＭＡＴ兵庫 

(一社 )兵庫県医師会が編成・派遣する、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、

事務員等で構成される災害医療チーム。兵庫県と (一社 )兵庫県医師会との間で

締結している災害時の医療救護についての協定に基づき、県内外の災害発生時

に兵庫県の支援要請を受けて活動することを基本とする。下記ＪＭＡＴの都道

府県チームの一つとして恒常的な組織化を行っている。  

○ＪＭＡＴ（Japan Medical Association Team：日本医師会災害医療チーム） 

日本医師会が被災地の医師会等からの要請に基づいて、都道府県医師会ごと

にチームを編成し、派遣する災害医療チーム。災害急性期の医療を担当するＤ

ＭＡＴと連携して被災地の支援に入り、主に急性期後現地の医療体制が回復す

るまでの間、避難所等から地域医療を支える。  

 

(11) 広域医療搬送体制等の整備  

 大規模地震発生時において、被災地内では対応が困難な重篤患者を被災地外

の医療機関へ搬送して治療を行えるように広域医療搬送に係る体制を構築する

ことが重要とされ、内閣府及び厚生労働省の連名により、平成 22年７月 30日付

け「広域医療搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の整備促進について」の通知が

行われた。本通知に基づき県内の神戸空港・但馬空港・大阪国際空港・三木総

合防災公園にＳＣＵの整備を進めている。  

(12) 保健医療調整本部の整備  

   平成 28年熊本地震における対応に関して、医療チーム、保健師チーム等の間

における情報共有に関する課題が指摘され、今後、「被災地に派遣される医療

チームや保健師チーム等を全体としてマネジメントする機能を構築する」べき

であるとされた。  

この結果を踏まえ、厚生労働省から平成 29年７月５日付け「大規模災害時の

保健医療活動に係る体制の整備について」の通知が行われ、各都道府県におけ

る大規模災害時の保健医療活動に関する情報の連携、整理及び分析等の保健医

療活動の総合調整を行う保健医療調整本部の設置について整備を進めている。  
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(13) 災害時の小児・周産期医療体制の整備  

災害時の小児・周産期医療体制の支援及び搬送等に必要な知識及び技能等の

習得を目的として、厚生労働省が平成 28年度より実施している災害時小児周産

期リエゾン養成研修に医師等を派遣している。  

 

【課  題】  

(1) 広域災害救急医療情報システムの整備  

兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）と広域災害救急

医療情報システム（厚生労働省ＥＭＩＳ）は相互にデータ連係を行うことがで

きるが、本県では、平時の救急搬送調整等では兵庫県広域災害・救急医療情報

システム（兵庫県ＥＭＩＳ）を、災害時には広域災害救急医療情報システム

（厚生労働省ＥＭＩＳ）を主に活用することとしており、災害時に医療機関等

が円滑に対応できるよう入力訓練等により厚生労働省ＥＭＩＳの操作方法への

習熟を深める必要がある。  

(2) 災害拠点病院等の整備  

災害拠点病院における耐震強化、ライフラインの維持・確保、ヘリポートの

確保、医療資器材等の確保・備蓄、業務継続計画（ＢＣＰ）に基づく訓練等な

ど、災害拠点病院の機能強化及び災害拠点病院間の連携強化等を図る必要があ

る。  

今後想定される大規模災害時に災害拠点病院が精神科患者に対応するための

精神病床数は十分ではなく、精神科病院からの患者の受入れや、精神症状の安

定化等を、災害拠点病院のみで対応することは困難である。このため、精神科

病院においても、災害拠点病院と類似の機能を有する災害拠点精神科病院を今

後整備する必要がある。  

   災害拠点病院又は災害拠点精神科病院として指定された個別病院名は、県の

ホームページにおいて公表している。 

(3) 兵庫県災害医療コーディネーターの整備  

各災害拠点病院・医師会に配置されている兵庫県災害医療コーディネーター

と、地域医療情報センター・消防機関等関係機関との連携体制を整備する必要

がある。 

   また、災害発生時に地域の災害医療全般をコーディネートできるよう、人材

の確保・養成を図っていく必要がある。  

(4) 統括ＤＭＡＴの確保  

災害時のＤＭＡＴの本部の責任者として県内外の現場を指揮できるよう、人

材の確保・養成を図っていく必要がある。また、未配置の災害拠点病院につい

て、統括ＤＭＡＴの配置を行っていく必要がある。  

(5)  ｢災害時保健医療マニュアル｣に基づく圏域の体制強化  

災害時に、各圏域において、｢災害時保健医療マニュアル｣に基づき円滑な対

応が行われるよう訓練等により関係者の連携体制を確保する必要がある。  
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(6) 広域医療搬送体制等の整備  

ＳＣＵについて県内の４箇所に整備を進めているが、初期の連絡体制、設置

候補地の選定、運用方法などの検討を行う必要がある。  

(7) 保健医療調整本部の整備  

災害時に兵庫県災害医療コーディネーター、兵庫ＤＭＡＴ、統括ＤＭＡＴ、

医療機関、ＪＭＡＴ兵庫、日本赤十字社兵庫県支部、各医療専門分野の災害対

応チーム（ＤＰＡＴ・ＤＨＥＡＴ等）による医療救護活動が円滑に進められる

よう、保健医療調整本部の組織体制の検討を行い、その連携方策等について検

討する必要がある。  

(8) 災害時の小児・周産期医療体制の整備  

災害時に小児・周産期医療に特化した調整役である「災害時小児周産期リエ

ゾン」を配置し、体制を整える必要がある。  

○リエゾン 

関係機関から派遣される人員で情報収集及び所属機関との連絡・調整を行う  

○ＤＰＡＴ（Disaster Psychiatric Assistance Team： 災害派遣精神医療チーム）  

精神保健医療機能が一時的に低下し、さらに災害ストレス等により新たに精神的  

問題が生じる等、精神保健医療への需要が拡大するような災害において、被災地  

域の精神保健医療ニーズの把握、他の保健医療体制との連携、各種関係機関等と  

のマネジメント、専門性の高い精神科医療の提供と精神保健活動の支援を行う  

ために都道府県及び政令指定都市によって組織される、専門的な研修・訓練を受  

けた災害派遣精神医療チーム。  

○ＤＨＥＡＴ（ Disaster Health Emergency Assistance Team：災害時健康危機管
理支援チーム） 

重大な健康危機が発生した際に、健康危機管理に必要な情報収集・分析や全体調  

整などの専門的研修・訓練を受けた都道府県及び政令指定都市の職員によって組  

織されたチームであり、被災都道府県に派遣され、被災都道府県等の本庁及び保  

健所に設置される健康危機管理組織の長による指揮調整機能等を補佐するもの。  

 
 

【推進方策】  

(1) 広域災害救急医療情報システムの整備  

   兵庫県広域災害・救急医療情報システム（兵庫県ＥＭＩＳ）と広域災害救急

医療情報システム（厚生労働省ＥＭＩＳ）の災害時の運用方法について、引き

続き関係機関と協議しつつ、災害時に医療機関等が円滑に対応できるよう厚生

労働省ＥＭＩＳの入力訓練等を行う。（県、医療機関、関係機関）  
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(2) 災害拠点病院等の整備  

災害医療体制の充実強化を図るため、災害拠点病院が計画的に実施する耐震

強化、ライフラインの維持・確保、ヘリポートの確保、医療資器材等の確保・

備蓄などの整備事業に対する補助を行う。（県）  

災害拠点病院における業務継続計画（ＢＣＰ）に基づく訓練等を推進し、そ

の他の病院についても、ＢＣＰの策定に努める。（県、医療機関）  

県下の災害拠点病院間の連携強化を図るために、災害拠点病院連絡協議会の

開催や、兵庫ＤＭＡＴ等の災害医療従事者研修などを継続的に実施する。兵庫

ＤＭＡＴについては、ＤＭＡＴ養成研修や、統括ＤＭＡＴ研修への受講を進め

ていくとともに、既存の兵庫ＤＭＡＴの技能維持・向上を図るため近畿府県に

おいて合同訓練、合同研修等を実施していく。（県、医療機関）  

また、災害時における精神科医療を提供する上での中心的役割を担う災害拠

点精神科病院の整備を進めていく。（県、医療機関、関係団体）  

災害拠点病院又は災害拠点精神科病院として指定された個別病院名は、県の

ホームページにおいて公表する。  

(3) 兵庫県災害医療コーディネーター  

災害時において、災害対策本部、地域医療情報センター（保健所等）や消防

機関等の関係機関と連携し、地域の災害医療全般をコーディネートできるよ

う、訓練の企画への参画、訓練等を実施し人材の養成に取り組む。（県、医療

機関、医師会等関係団体）  

(4) 統括ＤＭＡＴの確保  

ＤＭＡＴの本部の責任者として、災害医療コーディネーター、兵庫ＤＭＡ

Ｔ、医療機関、ＪＭＡＴ兵庫等の関係機関と医療救護活動の連携が図れる人材

の養成を行う。 

また、未配置の災害拠点病院の人材養成に取り組む。（県、医療機関、医師

会等関係団体） 

(5) 「災害時保健医療マニュアル」に基づく訓練等  

「災害時保健医療マニュアル」に基づく訓練等を実施し、医療従事者等の人

材育成や関係団体との連携強化を推進していく。（県、市町、医療機関、関係

団体） 

(6) 広域医療搬送体制等の整備  

    ＤＭＡＴ・救護班の参集、また、重症患者等の搬送・受入拠点となるＳＣＵ

として、県下の空港（神戸空港、但馬空港、大阪国際空港）及びヘリが多数駐

機できる三木総合防災公園を指定し、マニュアルの整備や訓練実施に努め、災

害時における医療搬送体制の充実を図る。（県、医療機関、関係団体）  

(7) 保健医療調整本部等の整備  

    災害発生時に被災地域の医療ニーズ等の情報収集及び医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ、ＪＭＡＴ、ＤＨＥＡＴ、ＤＰＡＴ、日本赤十字社等）との連絡調整等を行

う本部組織（保健医療調整本部、ＤＭＡＴ調整本部、ＤＭＡＴ活動拠点本部

等）の連携体制の推進、充実強化を図り、各本部の組織体制の検討、本部の設
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置場所及び通信機器の確保方法の検討、関係機関との連携方策の検討等を行い

マニュアルの整備等を進める。  

   また、本部の活動を支援するロジスティクス人材の育成方法等の検討や人材

育成研修等についても取り組み、ロジスティクス体制等の整備を行う中で、今

後連携強化が必要と考える県薬剤師会、県歯科医師会、県放射線技師会、県臨

床検査技師会、民間団体等との連携体制について検討及び整備を進める。  

   保健医療調整本部と関西広域連合との連携を図りつつ、今後、高い確率での

発生が懸念されている「東海・東南海・南海」三連動地震や近畿圏直下型地震

など大規模広域災害の発生への備え、災害時における府県域を越えた広域医療

体制の整備・充実に向けた取組を実施する。（県、市町、関西広域連合、医療

機関、医師会等関係団体）  

(8) 災害時の小児・周産期医療体制の整備  

平時から効率的な情報共有を行える仕組み作りを行い、災害時には平時の連

携ベースとして、必要な情報収集・提供の行える「災害時小児周産期リエゾ

ン」等の人材育成を推進する。（県、医療機関、関係団体）  

 

【目  標】  

目標  現状値 目標値（達成年度）  

統括ＤＭＡＴの災害拠点病院への配置  
14 機関  

（ H29.4） 

18 機関（全機関） 

（ R5） 

 

 

目標  現状値 目標値（達成年度）  

災害拠点病院の業務継続計画の策定率  
33.3％ 

(H28.4) 

100％ 

（ R1.4） 

 

目標  現状値 目標値（達成年度）  

ＥＭＩＳの入力訓練  
年 32 回  

(H28) 

年 35 回以上  

（ R5） 
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【兵庫県内】 

全県レベル 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

ＤＭＡＴ調整本部／医療救護班調整本部 
 

圏域レベル            圏域毎に柔軟に体制･ﾒﾝﾊﾞｰを検討  

 

・ 医療機関／病院支援指揮所(ＤＭＡＴ) 

・ 救護所･避難所／現場活動指揮所(ＤＭＡＴ)  等 

 

被災現地（被災住民等） 

ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部 

（ＤＭＡＴ･ＳＣＵ指揮所） 

※ＤＭＡＴ参集拠点 

→ 伊丹･神戸･但馬空港等を想定 

○ ＤＭＡＴの活動を支援するために、ＤＭＡ

Ｔ調整本部を設置・運営。 

→ 発災直後に立ち上げ、概ね 48時間以内を

目途に運営 

○ 医療救護班の活動を支援するために、医療

救護班調整本部を設置・運営。 

→ 発災後早期の段階（概ね 48時間以内）か

ら立ち上げ・運営。 

※ 災害発生後の超急性期（概ね 48 時間以内）は、

ＤＭＡＴ調整本部と連携（情報を交換・共有）。 
 

○ 派遣又は自主的に参集した 

ＤＭＡＴ及び医療救護班の配置重複・ 

不均衡が生じないよう、地域（２次保健 

医療圏域内）で支援等を行う地域医療 

対策会議を設置・運営。 

 → 発災直後に立ち上げ・運営 

※ 災害発生後の超急性期（概ね 48時間以内）は、 

ＤＭＡＴ活動拠点本部と連携（情報を交換・共有）。 
 
 

市町レベル 

市町災害対策本部 等 

○ ＤＭＡＴ活動拠点本部の下、必要に応じ、 

ＤＭＡＴが活動する病院にＤＭＡＴ病院支援指揮所、 

また、ＤＭＡＴが活動する災害現場等に 

ＤＭＡＴ現場活動指揮所を設置。 

災害発生時の医療活動への対応（県等における組織・系統図） 

【他都道府県】 

災 害 対 策 本 部 等 

ＤＭＡＴ域外拠点本部 

 

 

○ 災害時発生時、県下のＤＭＡＴ

活動を指揮するＤＭＡＴ調整本部

の下、必要に応じ、ＤＭＡＴ活動

拠点本部及びＤＭＡＴ・ＳＣＵ本

部を設置。 

  また、ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部の

下、必要に応じ、ＤＭＡＴが使用

する航空搬送拠点に、ＤＭＡＴ・

ＳＣＵ指揮所を設置。 

 

災害対策地方本部 

ＤＭＡＴ活動拠点本部 

※災害拠点病院（DMAT 参集拠点）

に設置 

 

地域医療対策会議 

 

保健医療調整本部 

災害対策本部 

 

○ 大規模災害対策に係る保健医療活

動の総合調整を行うための本部を設

置・運営。 

○ 保健医療活動チームの派遣調整、

保健医療活動に関する情報収集、情

報の整理、分析等の総合調整を行う。 
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郡市区医師会 

地域薬剤師会 

 

災害医療圏域 

広域災害・救急医療情報システム参加機関 

広域災害・救急医療情報システム回線 

その他情報網 

 災害拠点病院（兵庫ＤＭＡＴ指定病院） 

・圏域内の災害医療拠点 

・医療資機材・医薬品等の備蓄 

・医療班・兵庫ＤＭＡＴの派遣 

     地域医療情報センター 

・医療機関の被災情報の把握 

・診療応需情報の把握 

・患者搬送・転送の指示・要請 

・医療スタッフの派遣 

災害医療システム概念図 

市町災害対策本部 

地元消防本部(局) 

兵庫県災害対策本部 

（保健医療調整本部） 

兵庫県医師会 

兵庫県看護協会 

兵庫県歯科医師会 

兵庫県薬剤師会 

災 

害 

医 

療 

圏 

域 

内 

の 

医 

療 

機 

関 

他府県 

２次保健 

医療圏域 

他府県 

医療機関以外の広域災害・救急医療情報 

システム参加機関 
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災害医療圏域図・災害拠点病院位置図  

  

※　　　　　　　の病院は災害拠点病院・兵庫ＤＭＡＴ指定病院を表す。（18病院）

※　　　　　　　　　　の病院は兵庫ＤＭＡＴ指定病院を表す。

（令和２年４月時点）

新温泉町

香美町

豊岡市

養父市

朝来市

宍粟市

佐用町

上郡町

赤穂市

相生市

たつの市

姫路市

姫路市

太子町

福崎町

市川町

神河町

多可町

西脇市

加東市
三田市

明石市

丹波市

小野市

加西市

加古川市

神戸市

三木市

川西市

宝塚市

伊丹市

尼崎市

西宮市

淡路市

洲本市

南あわじ市

猪名川町

播磨町

丹波篠山市

高砂市

芦屋市

稲美町

丹波

西播磨

中播磨
北播磨

東播磨

神戸

阪神南

阪神北

淡路

但馬

網掛け

網掛けなし

公立豊岡病院

公立八鹿病院

西脇市立西脇病院

県立丹波医療センター

県立西宮病院

県立尼崎総合
医療センター

兵庫医科大学病院

兵庫県災害医療センター（基幹）
神戸赤十字病院（基幹）

神戸市立医療センター

中央市民病院

神戸大学
医学部附属病院

県立淡路医療センター

県立加古川医療センター

製鉄記念広畑病院

国立病院機構
姫路医療センター

県立姫路循環器病センター

赤穂市民病院

姫路赤十字病院

宝塚市立病院
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